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付付  記記                                                            

 本報告書は、中国が制作したフォーラムのビデオ映像から書き起こしたものです。従って、

話し言葉中心になっておりますが、一部書き言葉に変更している箇所もありますので、ご了承

のほどお願いいたします。また、録音不明瞭の部分は割愛しております。 
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１１．．開開会会挨挨拶拶                                                                        

 

11..11  中中国国挨挨拶拶  

 王 香奕(Wang Xiangyi) 

中国国際民間組織協力促進会 副理事長兼事務総長 

 

 尊敬するゲストの皆様、代表団の皆様、ご列席

の皆様、おはようございます！ 

 収穫の秋である 10 月、本日ここ西安というシル

クロードの起点で第 15 回東アジア市民社会フォ

ーラムを開催することとなりました。中国国際民間

組織協力促進会（CANGO）を代表し、長年にわ

たりこのフォーラムの開催にご協力いただいてい

る日本および韓国のパートナーの皆様、そしてご

出席いただいた皆様に心より感謝と歓迎の意を

表します。 

 2009 年に東京で第 1 回フォーラムを開催して以

来、日中韓の関係団体は災害救援・防災、市民団体の能力強化、企業の社会的責任、ボランティア

活動など、幅広い分野で協力関係を築いてきました。このフォーラムは、3 カ国の市民社会における重

要な交流・協力のプラットフォームとして、10 年以上にわたり貴重な役割を果たしてきました。互いの理

解を深めるとともに、市民社会の発展を共有し、学び合う機会にもなっています。 

 今年 5 月に開催された第 9 回日中韓サミットの「日中韓首脳共同宣言」では、2030 アジェンダの実

現に向けて持続可能な発展へのコミットメントが示され、平和と繁栄、人と自然の調和を目指すための

戦略的枠組みが提供されました。また、先月の国連未来サミットにおいて、「持続可能で公正かつ平

和な世界秩序の基礎を築く」ことを目的とした「未来のための約束」が採択され、56 の行動計画が掲げ

られました。SDGs の達成には未だ課題が残っており、期待に応えられていない面もありますが、私た

ちは自信を持って前進し、積極的に取り組んでいかなければなりません。 

 本フォーラムのテーマは「市民社会組織の SDGs への関与促進」です。市民社会の広範な参加と地

域間協力を通じて、グローバルアジェンダを推進していきたいと考えています。私たちは、市民社会の

積極的な参加と国際協力が SDGs の目標達成に不可欠であると確信しております。CANGO は、国内

外の民間社会の協力促進を通じて、持続可能な世界の実現に貢献する重要なプラットフォームとして

発展してきました。今後も日中韓の市民社会の架け橋として、気候変動、青年の参画、ジェンダー平

等、情報格差といった課題について議論を深め、持続可能で包容的な社会の実現に取り組んでまい

ります。 

 振り返りますと、地域協力や経済発展、さらにはグローバル課題への対応において、3 カ国が果たし

てきた貢献の大きさが浮かび上がります。例えば、3 カ国は連携して気候変動問題に取り組み、持続

可能な発展に大きく寄与してきました。CANGO は東アジア気候フォーラムへの社会組織の参加を 10

王香奕副理事長による挨拶 
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年以上にわたり支援し、エネルギー転換や気候変動教育などの分野で日本や韓国の市民団体と協

力してまいりました。本フォーラムの開催に向けてご協力いただいた日本、韓国の関係団体、陝西省

社会組織国際交流促進会、そしてご参加いただいた全ての皆様に改めて感謝申し上げます。 

 2025 年には、第 16 回東アジア市民社会フォーラムが日本で開催される予定です。知恵を結集し、

協力関係をさらに深める貴重な機会となるでしょう。継続的な対話と協力を通じ、日中韓ひいては北東

アジア地域の持続可能な発展に、さらに大きな貢献ができることを期待しております。 

 最後に、本フォーラムの成功を祈念いたします。 
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11..22  日日本本挨挨拶拶  

伊井野 雄二 (Iino Yuji) 

特定非営利活動法人赤目の里山を育てる会 理事長 

 

 みなさま、こんばんは。私は日本側実行委員会

の山岡義典委員長の代理として、日本側代表とし

てご挨拶を申し上げます。伊井野雄二と申しま

す。どうぞよろしくお願いいたします。 

 本来、ここに立っているのは山岡先生のはずで

したが、先生は今回、ご自身の体調を考慮され、

異国での急な体調変化によるご迷惑を避けるた

め、参加を見送られました。山岡先生との再会を

楽しみにしていらした皆様にとっては、大変残念

なことと存じます。 

 山岡先生と私の出会いは 1990 年代後半、日本

で非営利活動支援法案が議論されていた時期にさかのぼります。その頃、ボランティア団体で活躍す

る人々の熱意が集まり、日本が新しい時代を迎えるのではないかと期待が高まっていました。私は

様々な会議に招待され、活動発表や講義を通して先生と交流を深め、イギリスへの NPO 視察にもご

一緒させていただきました。そう考えると、私は山岡先生の「NPO の弟子」のような存在かもしれません。

このように先生とのご縁が続き、東アジア市民社会フォーラムに関わることができたことを大変光栄に

思っております。 

 昨年は韓国済州島で皆様と再会しましたが、今年はここ中国・西安でお会いでき、とても嬉しく感じ

ております。歴史の教科書で学んだ長安の地にいるかと思うと、まるで「タイムスリップ」したような不思

議な気持ちです。このような貴重な場を提供してくださった中国のフォーラム実行委員会の皆様には、

心より感謝申し上げます。本当にありがとうございます。 

 少し私自身のこともお話しさせていただきます。私は 1954 年 10 月 17 日生まれで、今年 70 歳の節

目を迎えました。この記念すべき年に、こうして開会式でご挨拶をさせていただくご縁に感謝していま

す。生後半年で小児麻痺（ポリオ）にかかり、亡き両親は嘆き悲しんだそうですが、私はこの病気で多く

の不幸を代替したかのように幸せな人生を歩んでまいりました。今ここで皆様にご挨拶できることを、草

葉の陰で両親も喜んでいることと思います。 

 現在、私は NPO の代表を務める傍ら、障害者の方々の就労支援所の所長も兼務し、毎日 10 名ほ

どの方の昼食を作り、朝夕の送迎、事務仕事や来客対応に忙しい日々を送っています。また、朝一番

の仕事は小ヤギの「メイ」の小屋の掃除から始まります。私がいる名張市の「赤目の里山」では、平飼い

の鶏 400 羽と、男の子の猫「ミーコ」も共に暮らしています。 

 さて、今日から始まる第 15 回東アジア市民社会フォーラム・西安大会では、「持続可能な開発目標

（SDGs）の CSO の関与の促進」をテーマに議論が行われます。私たちの団体が活動しているフィール

ドは、人と自然の関係が深い「里山」エリアでの自然保護と育成であり、「持続可能な自然環境の利用」

を常に意識して取り組んでいます。まさに「グローバルに考え、ローカルに活動する」という SDGs の精

伊井野理事長による挨拶 
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神を実践しているのです。 

 また、山岡義典先生が常々おっしゃっていることですが、市民社会では NPO やボランティアが組織

され、社会のあらゆる課題に柔軟で多様、そして重層的な解決策を提供することで、より充実した市民

社会を築き、社会の変革をもたらす力となります。明日行われる SDGs に関する様々な報告も、その視

点から見れば、一層意義深いものとなるでしょう。 

 本日のフォーラムが、皆様にとって充実した時間となり、日中韓の交流がさらに深まり、地球規模の

問題解決へとつながることを心から願っております。  
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11..33  韓韓国国挨挨拶拶  

       南英燦 (Nam Youngchan) 

       韓国ボランティアフォーラム会長  

 

 尊敬する同僚の皆様、ご来賓の皆様、第 15 回

東アジア市民社会フォーラムにおいて、ここ中国・

西安で皆様とお会いでき、大変光栄に思います。

西安は、かつて唐王朝の首都・長安として知られ

た歴史的な都市であり、文化、貿易、外交の中心

地として、さまざまな思想や民族が交わった場で

もあります。このような由緒ある場所で今回のフォ

ーラムが開催されることは、非常に意義深いと感

じております。 

 韓国ボランティアフォーラム（KFV）を代表し、今

回のフォーラム開催にあたりご尽力いただいた中

国国際民間組織協力促進会（CANGO）の王香奕副理事長をはじめ関係者の皆様に、心より感謝申し

上げます。また、フォーラムの成功に向けてご支援いただいた日本側実行委員会の山岡義典委員長

をはじめ、多くの関係者の皆様にも深く感謝申し上げます。 

 今回のフォーラムのテーマは「市民社会組織の SDGs への関与促進」です。ご承知のとおり、2015 年

に世界のリーダーたちは、2030 年までにより良い世界を実現するため、17 のグローバル目標に合意し

ました。これらの目標は、貧困と不平等の解消、地球環境の保護、すべての人々が健康と公正な生活

を享受できる世界を目指しています。まさに SDGs は、世界を変えるための目標といえるでしょう。 

 SDGs は、コミュニティの成長とレジリエンスの向上に不可欠であり、現世代と未来の世代に持続可能

な解決策を提供するものです。市民社会組織は、コミュニティに力を与え、生計改善や環境保護とい

った分野で極めて重要な役割を果たしています。開発のあらゆる段階でコミュニティの参加を促すこと

で、より関連性の高い、効果的かつ持続可能な計画を実施することが可能です。このような参加型ア

プローチにより、エンパワーメントが促進され、長期的な成功の基盤が築かれるのです。 

 韓国、中国、日本の 3 カ国は、多くの分野において共通の価値観と目標を持っています。国際情勢

が変化する中にあっても、2009 年の第 1 回東京フォーラム以来、私たちの共有ビジョンと協力の意志

は年々強化され、現在ではさらに確固たるものとなっています。今回のフォーラムが、この連携を一層

強化するものになると確信しています。 

 最後に、このフォーラムの準備にご尽力いただき、貴重な知見と意見交換に貢献いただいた 3 カ国

の関係者および参加者の皆様に、心から感謝申し上げます。 

 ありがとうございました。 

 

 

 

 

 

 

南英燦会長による挨拶 
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11..44  歓歓迎迎挨挨拶拶  

          李安軍(Li Anjun) 

          陝西省社会組織国際交流促進会会長 

 

 尊敬する王香奕副理事長、伊井野雄二副委員

長、ナム・ヨンチャン会長、そしてご来賓の皆様、

こんばんは。 

 この収穫の秋、素晴らしい季節に、千年の古

都・西安に仲間の皆様と一堂に集まり、第15回東

アジア市民社会フォーラム開会式に参加できるこ

とを、大変嬉しく思います。まず、陝西省社会組

織国際交流促進会（陝促会）を代表し、日本、韓

国、そして国内からご参加の専門家や同僚の皆

様を心より歓迎いたします。また、陝西省と陝促

会に対するご関心と信頼、そして今回のフォーラ

ムの開催地に陝西省をお選びいただいたことに深く感謝申し上げます。 

 「能力のある人を推薦するには、身内を避ける必要がない」という諺がございます。この場をお借りし

まして、陝促会を代表して、中国国際民間組織協力促進会の皆様の支援とご協力に心からの感謝を

申し上げます。 

 「東アジア市民社会フォーラム」は、2009 年に中国国際民間組織協力促進会が日本、韓国の市民

団体と共に始めて以来、14 回の開催を重ねてきました。これにより、北東アジア、さらにはアジア全体

において、市民社会組織やコミュニティ、人々の交流と協力のプラットフォームが築かれてきました。今

回のフォーラムが西安で開催されることは、フォーラムの影響力と効果をさらに高める機会になると確

信しております。 

 陝西省は面積 20.56 万平方キロメートル、常住人口 3952 万人を抱える地であり、中華民族と華夏文

明の発祥地の一つでもあります。ユニークな地理的位置から、陝西省は 2000 年以上前から中国の対

外交流の重要な拠点となっており、首都・西安は古代のシルクロードの起点として、秦、漢、唐の 13 王

朝の都でありました。この歴史の中で、日本や韓国とも密接な関係を築いてきた地です。 

 中国の王毅外相が、外国の大使に陝西省を紹介する際に使われる言葉があります。「中国の歴史を

知りたければ、陝西省の黄帝陵や秦始皇帝の兵馬俑を見てください。中国共産党を知りたければ、延

安の宝塔や窰洞（ヤオトン）をご覧ください。そして中国の今後の方向性を知りたければ、古代シルクロ

ードの起点である陝西省で、現在進行中の新たな変化を目の当たりにしてください。」この言葉の通り、

陝西省の豊かな歴史と今の発展を理解していただけるよう、本日ご参加の皆様には『中国陝西』という

本をお土産にご用意いたしました。 

 現在、陝西省には 3 万以上の社会組織が活動しており、国際交流や社会組織間の協力に非常に関

心を寄せています。陝促会は、このような背景のもとに設立され、文化・観光、教育・健康、女性・青少

年、グリーン・エコロジー、公共福祉・慈善といった 14 分野にわたり、100 以上の会員団体が所属して

います。今回のフォーラムを通じて、何千年にもわたる日本や韓国との友好関係に新たな一歩を踏み

出し、陝西省の市民社会組織として「SDGs への社会組織の参加促進」に向けた貢献を果たしていき

たいと考えております。 

李安軍会長による挨拶 
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 長旅でお疲れかと思いますが、明日は深い議論や交流を通じて、お互いの経験を共有し、今後の

協力について語り合う場となります。私たちは共通の努力と知恵を集め、本フォーラムが実りある成果

をもたらし、社会組織の SDGs への関与がさらに促進されると信じております。 

 最後になりましたが、ご来賓やご友人の皆様が陝西省での滞在を楽しみ、この地の魅力を存分に堪

能していただけること、そしてご健康とご多幸を心よりお祈り申し上げます。また、第 15 回東アジア市

民社会フォーラムの成功を祈願いたします。ありがとうございました。 
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２２．．基基調調講講演演                                                                      

司会：呂 斐（中国国際民間組織協力促進会） 

 

（司会）それでは、時間になりましたので、皆さま、ぜひ席のほうにお着きください。 

 おはようございます。昨日は西安で良い夜を送りましたでしょうか。本日は２つのセッションがありまし

て、基調講演と事例報告、２つのセッションがあります。その前に説明させていただきます。 

 また、本日は日中韓３カ国語同時通訳でお送りします。ヘッドセットがテーブルの上に置いてありま

すので、会議が終わりましたら、そのままデスクの上に置いてください。 

 また、基調講演が終わりましたら、10 時ぐらいに壇上の前にお集まりいただき、集合写真を撮らせて

いただきたいと思います。 

 それでは皆さま、楽しみの基調講演のコーナーに移りたいと思います。 

 昨日もスピーチの中で、皆さんは民間の力は SDGs においての重要性について言及しましたが、そ

の中では政策が欠かせないと考えています。それでは、北京師範大学の関婷准教授を迎えまして、

公共政策、グローバルガバナンスにおいて、「世界各国の SDGs の実践モデルと市民団体の行動」に

ついて基調講演をお願いします。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 
 

2.1 各国における SDGs 実践モデルと市民団体の行動 

        関婷(Guan Ting) 

     北京師範大学准教授 

 

 尊敬するご来場の皆さま、そして本フォーラムの

主催者並びに関係者の皆さま、おはようございま

す。私は北京師範大学で政府管理と公共サービ

スを専門とする准教授、関婷（グアン・ティン）と申

します。本日、この場で皆さまと SDGs（持続可能

な開発目標）に関する議論を共有できることを大

変光栄に思います。 

 本日、私が発表するテーマは「世界各国におけ

る SDGs 実践モデルと市民団体の行動」です。こ

のテーマについて、以下の 4 つの側面からお話し

させていただきます。 

  ・SDGs 推進の進捗状況 

  ・SDGs 実践モデルと社会団体の関与形態 

  ・中国の社会団体が SDGs 分野でどのように関与しているかに関する調査結果 

  ・政策提言 

 まず最初に、SDGs の進捗状況についてお話しします。SDGs は 2015 年に国連で採択された「2030

関婷氏による基調講演 
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年アジェンダ」に基づき、世界全体の行動指針となっています。この目標は 2015 年から 2030 年まで

の期間で達成を目指していますが、今年は既にその折り返し地点となりました。では、現時点での進

捗状況を見てみましょう。 

 上の報告書のデータによりますと、SDGs の進展状況は思わしくありません。全体的に見ると、計画通

りに進んでいる、あるいは達成したとされる国は全体の 17％に過ぎず、多くの国では進捗が滞り、目標

達成が困難な状況にあります。 

 図表の右側をご覧ください。真っ赤な部分は進捗が著しく遅れている地域を示しています。赤い濃

淡が薄くなるにつれ、状況はやや改善されていますが、ピンク色で示された地域は完全に停滞してい

る状態です。このデータは、SDGs が後半に突入した現在、世界が依然として大きな課題に直面してい

ることを物語っています。 

 次に、この発表の基盤となる調査についてご説明します。私たちが行ったこの調査は、オランダのユ

トレヒト大学（Utrecht University）の研究チームと連携し、SDGs がどのような影響を社会や制度に与え

ているのかを分析しました。そのテーマは、SDGs が現在および将来にわたり変革にどのような影響を

与えているのか、またその効果が制度や社会の発展にどのように反映されているのかという点に焦点

を当てています。 

 しかし、この政策意見レポートが示しているように、SDGs が制度そのものに及ぼす影響は非常に限

定的であるとされています。つまり、SDGs の理念や目標は、各国の政策や制度に十分に浸透してお

らず、その具体的な効果には限界があるという指摘です。 

 さらに、グローバルな課題も SDGs の達成を阻む大きな要因となっています。ここ数年、コロナウイル

ス感染症（COVID-19）の世界的な流行により、多くの国がその対応に追われました。それに加えて、

ロシアとウクライナ間の戦争が勃発し、現在ではイスラエルとパレスチナの衝突も激化しています。また、

気候変動の悪化も深刻な課題であり、これらの複合的な問題が SDGs の推進に大きな障害を生んで

いるのです。このような状況から、現在の進展状況を楽観視することは難しいといえるでしょう。 

 それでは、次に社会団体の意義についてお話ししたいと思います。中国では、「社会団体」というも

のに明確な法的定義があります。具体的には、一般社会団体、市民社会団体、基金会（財団法人に

相当）、さらに民間セクターに属する企業が含まれます。ここで言う民間セクターは、国営企業を除い

た民間企業を指します。このため、NPO や中国における社会団体の全体像を正確に理解するには、

これらの定義を確認することが重要です。 

 様々な定義や視点を基に分析すると、社会団体は複数の課題に直面しているものの、SDGs の実現

を推進する上で重要な役割を果たしています。特に、積極的に SDGs の達成を目指す活動を展開し

ています。振り返って見ると、学会でも SDGs の実施モデルや社会団体の関与パターンについてさま

ざまな見解が示されています。私と共同研究者のセスランが共同で執筆した論文では、SDGs におけ

る社会団体の関与を以下のように 3 つのモデルに分類しました： 

  ・政府主導モデル 

  政府が主体となり、行動計画を立案し、社会団体を補完的な役割として組み込むパターン。 

  ・社会団体主導モデル 

  社会団体が主体的に、そして自立的に活動するパターン。このモデルでは、社会団体が中心的な 

  役割を果たします。 

  ・共同ガバナンスモデル 
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  政府と社会団体が共同で活動し、高い関与の度合いを示す協働型のパターン。 

 

 これらのモデルをさらに詳しく検討するため、本日は、具体的な関与の仕方を取り上げます。政府の

関与度合いが高い場合、社会団体は政府の枠組みに組み込まれることが多くなります。これを政府主

導モデルといいますが、これは社会団体が政府の計画や枠組みに従属的な立場で組み込まれるパタ

ーンです。一方で、社会団体が主体的に関与する社会団体主導モデルでは、社会団体が比較的独

立した形で、自立的に行動しながら SDGsを推進するパターンとなります。政府と社会団体の関与が両

方とも高い場合には「共同ガバナンスモデル」として、政府と社会団体が協働し、両者が高いレベルで

関与し合うパターンが見られます。これに対して、政府と社会団体の双方が関与の度合いが低い場合

は「双方離脱モデル」とされ、いずれの主体も積極的に関わらない状況を示します。この 3 つのモデル

に、最後の双方離脱モデルを加えた 4 つのパターンで、各国の SDGs 推進状況を分析できます。 

 これらのモデルを基に、SDGsの実践状況を確認するため、SDGsハイレベル政治フォーラム（HLPF）

で行われた国別報告を分析しました。この分析では、いくつかの評価指標が使用されました。たとえば、

政府主導の度合いを評価する際には、以下の要素が考慮されました： 

  ・政府が具体的な行動計画を発表しているかどうか 

  ・国家レベルでの戦略計画があるか 

  ・評価指標システムが整備されているか 

 

 また、社会団体の役割については、以下の要素が評価されました： 

  ・社会団体間の協調システムが存在するか 

  ・社会団体が独自の報告書を発表しているか 

 

 こうした指標を用いて、75 か国を対象に調査が行われました。これらの国々はハイレベル政治フォー

ラムに参加し、各国の報告が集計されました。その結果、47 か国が「政府主導モデル」に分類されまし

た。この結果は、私が 2019 年に発表した研究とも一致しており、その研究では約 70％の国が政府主

導型のアプローチを採用していることが示されています。 

 中国もまた典型的な政府主導モデルの例として挙げられます。ただし、このモデルでは、特定の社

会団体が政府の行動計画に組み込まれていないケースが多い点が課題として指摘されています。 

 時間の関係上、本日は中国の状況に焦点を当てたいと思います。昨年末に実施した調査では、

CANGO（中国国際民間組織協力促進会）を含む組織の支援を受けました。この調査には、大学教授

を含む専門家チームが参加しました。私たちは、SDGsに関する研究者として、共同でグループを組織

し、調査を進めました。 

 CANGO の協力を得て、中国の社会団体 507 団体を対象にアンケート調査を実施しました。このアン

ケートの結果から、さらに詳しい分析を行うため、回答をもとに 3 つのパターンに分類し、追加の詳細

な調査とヒアリングを実施しました。その結果、次のような結論が得られました。 

 まず、中国の社会団体が SDGs についてどのように認識しているかを分析しました。その結果、以下

の 3 つの主な結論が導き出されました： 

  ・認識の範囲が限られている 

  社会団体は SDGs についての基本的な知識を持っていますが、その認識は限定的です。特に、 
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  SDGs の具体的なターゲット（各ゴールに紐づく細かい目標）や、それらが達成される背景、ロード 

  マップに関する理解は十分ではありません。 

  ・SDGs の重要性については認知されているが、理解の深さが不足している 

  多くの社会団体は、SDGs が重要であることを理解し、その価値については強いコンセンサスがあり 

  ます。しかし、その詳細や具体的な目標に関する深い理解については不足が見られます。 

  ・実施に対する困惑と課題認識 

  中国の社会現状を踏まえ、SDGs を実施する上で直面する課題に対して、社会団体の多くが困惑 

  を抱えています。SDGs に関するコンセンサスは形成されつつありますが、理解をさらに深め、具体 

  的な行動に結びつけることが求められています。 

 

 続いて、SDGs の実践状況について調査を行いました。具体的には、社会団体が SDGs 関連のプロ

ジェクトを委託されたり、自ら申請したりした経験があるか、また政府と連携して SDGs に関与している

か、という質問を行いました。その結果、市民団体の関与は限定的であることが明らかになりました。 

 この関与状況には両極端なケースが存在します。一部の社会団体は、SDGs に非常に積極的に関

与し、具体的なコミットメントを行っています。一方で、多くの社会団体は、SDGs に対する理解や関与

の仕方が不十分で、どのように具体的に参加すればよいのかが分からないという状況です。 

 また、全体的に見て、社会団体は SDGs に積極的に関わりたいという強い願望を持っています。しか

し、実際に関与するための方法や具体的なステップについての知識が不足しており、そのための奨励

システムや支援プラットフォームが必要であると感じました。私たちの調査チームとしては、これらの課

題を解決するための具体的な政策や支援策の整備が必要だと結論付けています。 

 中国の社会団体が SDGs の未来についてどのような見通しや仮説を持っているのかについて、調査

結果を紹介します。社会団体の今後の SDGs に対するスタンスについて分析したところ、70％以上の

団体が「SDGs に非常に積極的に関わりたい」と回答しました。これらの団体は、今後さらに SDGs に関

する知識を深め、積極的に関与していきたいと考えています。 

 また、71％の調査対象者は、「SDGs 関連プロジェクトに応募し、助成金を申請し、資金支援を得られ

る機会があれば積極的に取り組みたい」と強く希望していることが分かりました。これらの結果から、社

会団体を SDGs の取り組みに巻き込むことは十分可能であるという結論に至りました。 

 最後に、私たちの調査から得られた主な結論についてお話しします。 

  ・政策談議の主流化 

  中国の社会団体の間で、SDGs に関する政策談議を普及させ、それを主流のテーマとしていくこと 

  が重要です。これにより、SDGs が具体的な行動に結びつきやすくなると考えます。 

  ・理解促進と奨励制度の整備 

  社会団体の SDGs に対する理解をさらに深めるための取り組みが必要です。これには、SDGs に関 

  連するアワードや奨励制度を設け、積極的に取り組む団体を支援する仕組みを整備することが効 

  果的です。 

  ・国外の成功事例の参考 

  国外の社会団体による取り組みは、私たちに多くの示唆を与えるものであり、中国の社会団体にと 

  って貴重な参考例となります。特に日本や韓国の事例は、今後の発展に役立つと期待されます。 

 

11



12 
 

 今後は、これらの国々の経験から多くを学び、互いに短所を補完し、長所を発揮し合うことで、SDGs

の目標達成に向けた取り組みを強化していけることを願っています。 

 まとめに入りますが、政府と社会団体が「共同行動パターン」に到達するためには、どのように進める

べきかという点についてお話しします。先ほど述べた 3 つのアプローチから始めるべきだと考えます。 

  ・SDGs の概念やコンセプトに関する議論の促進 

  SDGs の基本的な概念やコンセプトについて社会全体で議論を深めることが重要です。 

  ・理解度の向上と奨励システムの整備 

  SDGs に対する理解を広げるため、奨励制度を整備し、社会団体や企業が積極的に関与できる仕 

  組みを作る必要があります。 

  ・参加を支援するためのプラットフォームの提供 

  社会団体や民間セクターが SDGs に関与しやすい環境を整備するため、適切なプラットフォームを 

  提供することが求められます。 

 

 また、日本や韓国における SDGs 実践の成功事例から多くを学び、それを中国の状況に応用するこ

とも非常に期待されています。 

 中国政府は、SDGs を国家レベルの行動計画やビジョンと結びつけています。たとえば、14 次五カ年

計画や 2035 年ビジョンでは、「人類運命共同体構築」というグローバルな視点を掲げ、その中で SDGs

を具体的に実施するための計画が組み込まれています。さらに、グローバルな持続可能性に向けた

計画も進められており、SDGs を中国のマクロな政策と強く結びつけています。 

 中国では、「中道設計」などを通じて SDGs の要素を政策や行動計画に取り入れる努力を続けていま

す。2018 年以降、40 以上の省庁や関係部門が SDGs 関連の活動を展開し、発展モデル区の設立な

ど具体的なイニシアティブも進めています。これらの取り組みでは、SDGs の概念と地域ごとの実情を

結びつけ、イノベーションを促進しています。たとえば、2023 年までに 11 の都市が発展モデル区に指

定され、持続可能な発展の先駆けとなっています。 

 その他の取り組みとして、中国は以下のような機構を設立しています： 

・中国国際発展知識センター（Center for International Knowledge on Development: CIKD） 

  https://www.cikd.org/ 

 国際的な協力や持続可能な発展を推進するための研究・実践機関。 

・北京大学南南合作与发展学院（Institute ofSouth South Cooperation and Development） 

  https://cnisscad.pku.edu.cn/ 

 

 持続可能な開発に興味を持つ留学生を対象とした教育・研究プログラムを提供しています。 

 さらに、NEC がデータセンターを設立し、中国の持続可能な発展のロードマップを提示する研究を

行っています。これに基づき、中国は SDGs の 55％の目標を達成しているという報告があります。この

割合は、全世界で達成あるいは順調に進行している国の割合（17％）を大きく上回っています。この進

展は、貧困削減、クリーン生産、新型再生可能エネルギーの分野における成果として具体的に示され

ています。 

 最後に、これらの研究成果や取り組みが、皆さまの中国における SDGs の理解に役立つことを願って

います。以上をもちまして、私の発表を終わります。ご清聴ありがとうございました。 
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～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 
（司会）関准教授、ご共有をありがとうございます。理論と実践、さらには政策研究の多様な視点から、

提言をお示しいただき、心より感謝申し上げます。 

 続きまして、「環境・持続社会」研究センターおよび國學院大學研究開発推進機構の客員教授であ

る古沢広祐氏をお迎えいたします。「『人新世』時代において SDGs が果たす役割―世界／東アジア

／日本―」をテーマにお話しいただきます。 
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資 料 

 

各国における SDGs 実践モデルと市民団体の行動 
 

 2015 年 9 月、「国連持続可能な開発サミット」では「持続可能な開発のためのアジェンダ（2030 アジ

ェンダ）」が採択され、17 の包括的な目標（SDGs）とさらに細分化された 169 のターゲットが設定され、

将来 15 年間世界の開発に向けての道筋を示した。現在、各国の優先事項や SDGs ターゲットの選択

的な実施により、SDGs の達成状況は楽観できるものとは言えない。計画通り実施または SDGs 目標

達成の目処が立っている国は全体の 17％に過ぎない。これに加えて、コロナパンデミックが世界的な

貧困削減の取り組みに深刻な影響を与え、食糧安全保障、難民問題など世界的な危機は悪化し続け

ている。南北の「開発格差」はさらに拡大し、世界経済は回復に苦戦している。 

 ロシアとウクライナの紛争は激化し、世界は新たな激動の時代を迎え、不安定性と不確実性が著しく

高まっている。世界気象機関（WMO）の世界気候展望によると、2024 年〜2028 年の 5 年間、世界の

平均気温が産業革命以前より 1.5℃上昇する確率は 47％で、2030 アジェンダの実施は未曾有の課

題に直面している。 

 中華人民共和国民法で、社会組織について「公益目的またはその他の非営利目的のために設立さ

れ、その利益を出資者、設立者または構成員に分配しない、非営利法人である」と規定している。ま

た、『社会組織名称管理弁法』は社会組織を、社会団体、基金会、民弁非企業単位に分けている。 

 長引く地域紛争、気候変動の課題、生物多様性の損失、SDGs プロセスの複雑化は、各国の持続可

能な発展に多くのリスクと課題をもたらしている。このような複雑な状況、前例のない範囲や課題の解

決には、社会全体の協調したアクションが必要である。国連持続可能な開発ソリューションネットワーク 

（SDSN）は、すべての人々が基本的な権利、リソース（健康、教育、ディーセント・ワーク、 ディーセン

ト ・ハウジング、社会保護など）にアクセスできるようにするためには、社会組織/市民団体が鍵である

と指摘している。社会組織は、公共政策における政府や企業の参加を補完するセクターであり、激しく

変化している国際情勢に対応し、SDGs のプロセスを進める上で非常に重要である。 

 各国の SDGs 実施モデルと社会組織の活動においては、「世界各国は SDGs をどのように実施して

いるのか」を参考にしている。政府と社会を入り口とし、その主導性のレベルに応じて、SDGs への社会

組織の参加を、共同ガバナンス型、政府主導型、社会組織主導型、双方離脱型の４タイプに分類でき

る。 

 主に政府参加と社会参画の 2 つの面から SDGs の実施モデルを分析 ・評価する。第一に、政府

は、SDGs の国家行動計画、政府間調整部門、指標システムなどがあり具体的には国家行動計画、調

整部署、指標システムがある。 

 第二に、社会参画においては、社会調整組織、社会組織の報告書、専門家委員会の 3 つから構

成している。2023-2024 年持続可能な開発に関するハイレベル政治フォーラム（HLPF）に参加した

75 カ国の SDGs 目標の実施状況について比較・分析を行った。政府行動計画はあるが SDGs の社会

調整機関がない国を政府主導型、社会調整機関はあるが政府行動計画はない国を社会組織主導

型、国家行動計画もあり社会参加（社会調整機関）のレベルが高い国を共同ガバナンス型、両方とも

不足している国を双方離脱型に分類した。75 ヶ国の中で、47 カ国が政府主導型、11 カ国が社会組

織主導型、9 カ国が共同ガバナンス型、8 カ国が双方離脱型だった。 

 理論分析と類型化に基づき、中国と海外の社会組織の SDGs への参加について事例研究を行っ

た。「デジタル・テクノロジーによる中国社会組織の SDGs への参加、推進に関する研究報告書」に基
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づき、中国社会組織の SDGs への認識、実践、未来設計の観点から、直面している問題点と今後の

課題について分析・要約した。 

 中国社会組織は、今後 SDGs に関する政策言説の主流化の促進、SDGs に対する社会の認知度と

社会組織の理解の強化、社会組織向けの SDGs 賞などインセンティブの設定、情報プラットフォーム

（特に SDGs 事業申請と資金支援に関連する国内外の情報）の提供などが必要である。事例として

は、ブラジルの市民社会ワーキンググループは、毎年社会組織発展報告書を発表し、環境と SDGs 目

標の統合性を図っている。ポルトガルのジュニア ・アチーブメント（JAP）は、小学校から大学での教育

プログラムを通じて、教育の各段階に 

 おいて市民の SDGs 意識を育成している。カナダの国連協会は、「世界の市民賞」を設け、SDGs に

対する市民の行動意欲を高めている。EU の Solidar 基金会は、政策提言、能力開発、財政支援など

により社会組織の連携を促している。 

 最後に、政策提言の観点から、SDGs 目標を進めるプロセスで社会組織の参加は緩やかに変化して

いる。SDGs 政策の主流化を促し、SDGs に対する社会組織の理解と認識を高めるために、社会全体

で SDGs のコンセプトを提唱することが必要になる。社会組織の SDGs への参画・参加を促し、典型的

な事例と実践についてはインセンティブ ・メカニズムを設定する。情報プラットフォームにより、SDGs

プロジェクトを奨励すると同時に、関係者間の情報アンバランスを低減する。 
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22..22    ｢｢人人新新世世｣｣  時時代代にに SSDDGGss ががははたたすす役役割割  ――世世界界//東東アアジジアア//日日本本――  

～～  危危機機ににゆゆららぐぐ世世界界とと東東アアジジアア市市民民フフォォーーララムムへへのの期期待待  ～～  

古沢広祐（Furusawa Koyu）

「環境・持続社会」研究センター代表理事 

國學院大學研究開発推進機構客員教授

 皆さま、おはようございます。本日、私がお話し

するテーマは、「「人新世」時代に SDGs がはたす

役割」です。私の講演内容は少し巨視的な立場

からの広い範囲にわたるものになります。 

 今年は、第 15 回東アジア市民社会フォーラムが

中国の西安市で開催されました。西安という都市

は、人類の歴史の中でも数千年にわたり繁栄して

きた古い都です。このような歴史的な都市で講演

できることを大変光栄に感じています。 

本日お話しする内容は、世界史の百年、千年単

位で見る持続可能性、特に持続可能な開発目標

（SDGs）の役割というだけでなく、人類史的に万年単位の視点をふまえての SDGs の意義を共に考え

る機会にしたいと思っています。 

（（１１））生生存存環環境境のの危危機機かからら共共存存・・共共生生社社会会へへのの展展望望

◇日日本本のの戦戦後後史史とと市市民民運運動動のの出出会会いい

 まず簡単に自己紹介をさせていただきます。私は 1950 年に生まれました。活動してきた内容として

は 2 つの立場ないし役割をはたしてきました。1 つ目は学術面での研究・教育の分野で、大学での教

員・教授として研究・教育活動にたずさわり、職業的な仕事としては 2020 年に定年退職したところです。

もう 1 つは、市民運動とくに NGO、NPO などの非営利セクターでの社会的な活動にも関与してきまし

た。 

 私が生きてきた四半世紀近い経緯の中では、日本社会は戦後の復興期をへて高度経済成長期を

経験し、バブル経済の高揚期とその崩壊後の低成長時代を歩んでまいりました。かつての高度成長

期の時代、日本では非常に深刻な公害問題が多く発生しました。例えば、小学校の児童が校庭で遊

んでいて、大気汚染の光化学スモッグで突然倒れて保健室に運ばれたりもしました。当時は、日本列

島改造論などがもてはやされて、日本の自然海岸線の半分以上が人為的に改変されて破壊されるな

ど、山、川、里、海に至るまで全国的に開発の多大な影響がおよんだ時代でした。 

 大学に入学した 1960 年代終わり頃は、日本でも学園紛争が起きており、大学はバリケード封鎖され

ていました。そこでは自主講座運動など自由な勉学空間が形成されていて、公害問題や地域住民運

動との交流など、学問のあり方とくに科学や技術の存在意義について考える機会を得ました。このよう

な歴史的経緯があり、現在に至るまで環境団体を中心に市民的活動（NGO、NPO、協同組合等）に関

古沢広祐氏による基調講演 
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与してきました。当時、公害問題など地域や国レベルの問題が、1990 年代に入ると地球環境問題とし

てグローバル化してきたことで、国内の市民運動・活動団体も世界との繋がりを深めます。 

1992 年にブラジルで開催された「地球サミット」（国連環境開発会議）には、国家セクター以外の多く

の市民団体が参加しました。私も NGO フォーラムに参加して国際的な連帯の重要性を再認識し、そ

の後の主要な国際的な会合には可能な範囲で参加してきました。 

 

 ◇「人人新新世世」」時時代代にに直直面面すするるググロローーババルル危危機機  

続いて、皆さんと一緒に改めて歴史を振り返りたいと思います。図のように人類の歴史を、時間軸が

百年単位の推移で見てみると、右端には人の顔が見えますが人口推移の様子です。それぞれ人口や

エネルギー消費量、交通や情報量の増加を表しています。20 世紀 100 年間に、人口が約 4 倍に増え

ましたが、地球にとって大きな負担となっています。この先、各指標が何倍にも増大するとどうなるのか、

これは人類史のみならず地球史において非常に重大な出来事です。まさに、地球史での「人新世」

（ｼﾞﾝｼﾝｾｲ）の時代と呼ばれるゆえんです。 

人類の歴史を振り返ると、通称ですが猿人、原人、旧人、新人と呼ばれるような多数の人類が生まれ

ては消えてきました。例えば近い時期ではネアンデルタール人や、ここ中国でも北京原人などが発見

されていますが、これらの人類は既に絶滅しています。私たちホモサイエンス（新人）だけが生き残るこ

とができ、繁栄して文明を発展させて今に至っています。 

その紆余曲折の歩みやプロセスについては不明点が多いのですが、多くの出会いや葛藤、対立や

共存、変動する環境への適応の過程があったと考えられています。農耕や牧畜から都市の形成へ、さ

らに産業革命をへて現代に至るまで、現生人類は地球全体に広がりながら、多くの文化・文明を生み

出してきました。地球上の各地へ分散して多様化が進みましたが、大航海時代をへてここ数百年で一

体化と統合化の歩みを進めてきました。そして、現在の人新世の時代の大繁栄に到達したのです。 

この繁栄をきわめた現代の時代において、私たちは人間存在の根源への問いかけとして、「人間は

どこから来て、どこへ向かうのか」という難問に直面しています。この問いが生まれる背景には、現在の

私たちが直面する深刻な課題、人類の繁栄に対して三つの大きな脅威、危機があるからです。 

一つ目は、気候危機や生物多様性の喪失などによって生じた、生存・環境の危機です。二つ目は、

経済や社会の制度に内在する社会編成の矛盾です。不平等や格差・貧困、人権問題といった社会と

経済に内在する矛盾が深刻化しています。そして、三つ目の危機は、今回ふれる余裕はありませんが、

将来的に非常に重要な問題です。つまり、私たちの存在の意味ないしは、豊かさの意味に関する危

機です。急速な科学技術の発展の中で、人工知能（AI）やロボット、生命操作やバイオテクノロジーの

進展の行きつく先、そして人間の幸福とは何かの問いかけというか、人間存在の意味に関わる精神的

な危機です。本日は、一つ目の生存環境の危機と、二つ目の経済・社会編成の危機について、皆さ

んと一緒に考えたいと思います。 

 

 ◇多多様様性性ををふふままええてて共共存存、、共共生生へへ 

世界史をふり返れば、豊かさや繁栄を求めながら人々は多くの争いや戦争を繰り返してきました。そ

して、悲しみや怒り、耐え難い苦難を噛みしめながら、共存や共生の道が模索されてきました。こうした

人類の歩みをどのように捉えるかについて、図のようなイメージなのですが、左側には「対立・敵対」状

態があり、右側には理想的な「共生」状態があります。そのバランスというか揺らぎの中で、まずは互い
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の存在を認めながら差異や諸矛盾について折り合いをさぐる「共存」状態が重要です。相違点に気づ

きながら、多様性というか多義性を認識していく俯瞰する立ち位置として、メタ認識のプロセスが重要

になります。 

敵対・排除は自他共々の存在否定に陥ります。まずは、差異を前提にした存在の受容へ、そして多

様で多義的な関係性の模索（共存）、 さらには相互にメリットを生み出すような共生の関係が生まれる

ことが理想です。おそらく地球上での生物の進化や、われわれ人類も含めてそうしたプロセスを経て存

続してきたのではないでしょうか。そして今日的には、人間社会の中の共生のみならず生物多様性の

重要性が認識され出しています。つまり生物・文化多様性をどのように維持・発展させ得るか、これが

危機を乗り越えていく際に、私たちが考えるべき重要キーワードになります。 

次に、時間軸をもう少し最近に定めて 10 年単位での年表を示すと、対立や諸矛盾への対応状況の

ダイナミズムが見えてきます。近年の歴史年表を見てみると（図）、そこに流れる諸潮流の重要な動き

が見えてくるのではないでしょうか。中でも特に注目すべき重要な動きが、国連が取り組んできた諸課

題です。その中でも象徴的な出来事が、1992 年の地球サミットであり重要な国際環境条約が採択され

ました。 

その延長線上では、2015 年の国連設立 70 周年の総会にて全会一致で採択された SDGs（持続可

能な開発目標）を含む「2030 アジェンダ」があります。しかし他方で、世界の状況はゆらぎ出しており、

新型コロナのパンデミック（世界的感染拡大）、ウクライナ危機、パレスチナ危機など、矛盾の拡大も進

行しています。ダイナミックな動きを俯瞰する中では、特に根底に流れる持続可能性（サステナビリティ）

をめざす潮流の存在に注目すべきです。 

 

（（２２））文文明明的的なな転転換換とと持持続続可可能能性性へへののビビジジョョンン形形成成  

 ◇化化石石（（枯枯渇渇））文文明明かからら、、生生命命（（生生態態））文文明明へへのの転転換換  

最初の大きな契機は 1992 年の地球サミットなのですが、このサミットでは、気候変動枠組み条約と

生物多様性条約の 2 つの条約が締結され、国際的な環境体制（環境レジーム）の構築が図られました。

過去の産業文明は持続可能性を欠き、多くの危機を招きました。そのため、私たちは新しい文明への

転換が必要なのですが、まさにこの双子と条約を契機に、敵対・対立から共存・共生が模索されだした

のです。 

気候変動枠組み条約とは、石油などの枯渇性資源を使い尽くし地球の気候バランスを崩す大量生

産・大量廃棄を前提とする「化石資源依存型文明」の転換を迫るものです。生物多様性条約とは、期

待としては、自然との共存・共生にむけて相互依存と循環を尊重する「生命文明」の構築をめざすもの

と位置づけられます。とくに多様性の意義としては、絶滅危惧種のみならず先住民の権利や伝統文化

など、今まで無視され価値がないとされてきたものが、実は非常に重要な価値をもつことを再認識させ

ました。この 2 つの条約の意義は、まさに人類が文明を転換させるための重要な契機であり、未来へ

の２つの「鍵」と位置づけることができます。 

生物多様条約とともに、とくに注目したいのがユネスコ（国連教育科学文化機関）の「文化多様性条

約」（文化的表現の多様性の保護と促進に関する条約、2005 年採択）です。その元は「文化多様性に

関する世界宣言」(第 31 回ユネスコ総会、2001 年 11 月)なのですが、その宣言が出た直前に、米国の

9.11 同時多発テロが起きています。 

この宣言は、「生物的多様性が自然にとって必要であるのと同様に、文化的多様性は、交流、革新、

33



34 
 

創造の源として、人類に必要なもの」、と位置づけています。つまり、文明の衝突や文化・宗教的な対

立という相克と敵対関係をのり越えて、多様性を尊重する在り方こそが人類のよって立つべき基盤とい

うことなのです。そして文化多様性における文化的権利や先住民の権利、文化遺産から文化的創造

へと向かう時代潮流が動いています。その潮流の一つに FAO（世界食料農業機関）の世界重要農業

遺産システム（GIAHS）があります。 

 農業は英語ではアグリカルチャー（agriculture）ですが、耕すこと（cultivate）が文化につながってい

ます。文化そして文明を築く源に農業が位置している、また農業は自然への働きかけの中軸（第 1 次

産業）でもあることから、自然との共存や共生の知恵を体現しているモデルとして、世界農業遺産が

FAO によって指定されてきました（2002 年～）。 

スライドの図は数字が古いですが、世界で 28 ヶ国 89 地域が認定されており、中国 22、日本 15、韓

国 7 ですから 3 カ国だけで約半数になります（2024 年 10 月現在）。 

 生物・文化多様性の視点からも日中韓の北東アジアは、重要な拠点としての連携を深めていくべき

だと思います。さらにつけ加えれば、渡り鳥に国境は無いことを考慮した東アジア・オーストラリア地域

フライウェイパートナーシップ（EAAFP）なども参考にして、これからの環境、平和、共存のビジョンづく

りを展望できるのではないでしょうか。 

 

 ◇東東アアジジアア圏圏「「環環境境安安全全保保障障枠枠組組みみ協協定定」」のの構構築築へへ  

 すでに SDGs との関連では、近年「北東アジア SDGs マルチステークホルダー・フォーラム」（日本・中

国・朝鮮民主主義人民共和国・モンゴル・韓国・ロシア）が、国連アジア太平洋経済社会委員会

（UNESCAP）の主催で開催されております。それ以前からも、とくに環境協力での連携ネットワーク形

成として環境モニタリング等の協力がありましたので、そうした動きを再構築して強化していくことが望

まれます。 

歴史的には政情不安だった欧州が共同体形成によって、繁栄を実現させてきたように、仮称

「東アジア・環境安全保障枠組み協定」のような協力体制を実現させるべき時がきているので

はないでしょうか。それは近年ゆらぎだしている中国・ロシア・北朝鮮・韓国・台湾などの関

係性を、環境のもとで繋いでいく土台にも成り得ます。そして、東南アジア諸国（ASEAN）を

含む形で、より広域の協調・協働スキーム形成に将来的につながって行くような将来世界を期

待したいところです。 
たとえば公害対策や少子高齢化・地方の過疎化が先行している日本の経験等を参考に、情報

交換を広げていき、自然災害への防災対応での協力や、地域・福祉の振興などの共通課題を契

機に、共通政策・協力関係の構築へとつなげていけるのではないでしょうか。脱炭素・自然共

生のための技術協力、エネルギー・環境協力から福祉・地域振興にまで緩やかに順次発展させ

ていくようなビジョンです。政情不安に傾きだした今だからこそ、各国の個別政策や狭い利得

（損得）勘定から脱して、広義の環境と人間の安全保障の枠組み形成という将来展望が求めら

れていると思います。 
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（（３３））社社会会・・経経済済のの危危機機かからら社社会会的的連連帯帯へへ  

 ◇複複合合危危機機（（ポポリリククラライイシシスス））にに直直面面すするるググロローーババルル世世界界  

生存環境の危機を中心にお話しました。次に、さらに踏み込んで人間社会と経済に関する危機的

事態に関する問題と将来展望について見ていきます。 

世界経済フォーラム（WEF、通称ダボス会議）が毎年公表している「グローバルリスク報告書」を見る

と、長期（10 年）と直近（2 年）のランキングの違いが注目されます。緑色の環境問題が長期リスクでは

上位に並びますが、短期では赤っぽい色の経済・社会・地政的リスクが入り乱れて複合危機（ポリクラ

イシス）が懸念されています。 

また世界の軍事費の動向を見ると、1990 年代に平和の配当としての減少してきたのが逆転し、2000

年代には増加しだして直近の 2023 年度には最大の 2.4 兆ドルに達しました。この金額は、各国の国

際協力の ODA（政府開発援助）総額の 10 倍をこえる規模です。これは対立・敵対が、共存・共生を大

きく上回ってきたことを示しており、憂慮すべき状況です。 

 このような時代状況だからこそ、持続可能な世界の実現をめざす SDGs がはたすべき役割が重要で

あり、もっとクローズアップさせていくべきなのです。残念ながら SDGs の達成状況は停滞ぎみどころか、

最近の評価レポートでは達成率が 16％レベルと課題山積であえいでいるような状況です。 

 SDGs の達成度を評価した持続可能な開発報告書（SDSN 公表、2024 年版）を見ると、日本の最新の

達成度は、18 位でこれまでの低下傾向から少しだけ改善しました。全体を見て気づく点は、上位 10 ラ

ンクでは欧州の国々が占めており、北欧諸国をトップにいずれもが中小国であることです。それに対し

て、現在の大国はいずれもかなり下の中位ぐらいですので、SDGs 的な評価から見て、現状の世界は

かなり時代遅れではないか、ということが示唆されているように思います。ちなみにアジア諸国のランキ

ングは、どこも低調気味なことが気にかかります。 

  

 ◇希希望望のの光光ととししててのの SSDDGGss  

 環境・社会・経済の三側面を調和させて、17 の大目標（ゴール）と 167 の小目標（ターゲット）を掲げ

て持続可能な社会をめざすのが SDGs です。三側面の調和したバランス形成とともに、各目標が有機

的に相互に連携しあう相乗効果（シナジー）が求められています。17 ゴールもあるので、イメージ的に

は三層の組み立てで見ると理解しやすいでしょう。 

 SDGs については個別目標に注目しがちですが、重要なのは 2030 アジェンダの声明の呼びかけ文

です。この声明の冒頭のメッセージは、私達の世界を変革（transform）することを掲げています。さらに

は、誰も取り残されない、最も遅れているところに第一に手を伸ばす、ことが謳われています。 

そして後半には、国連が戦争の灰から出発しつくり出してきた積み上げの経緯とともに、私たちが地

球を救う機会を持つ最後の世代になる、その可能性まで示唆しています。その実現に向けて、政府の

みならず先住民・市民社会・ビジネス・民間セクターなど、すべての人々の関与によってこそ達成され

ることが、力強く訴えられているのです。 

 

（（４４））分分断断かからら連連帯帯へへ、、社社会会的的連連帯帯経経済済とと共共生生社社会会へへのの期期待待  

 ◇深深刻刻化化すするる格格差差問問題題、、資資本本主主義義経経済済のの矛矛盾盾のの克克服服  

 最後に、三層の最上部の経済の部分に焦点をあてて、課題と展望を見ていきます。 

一方で美しいビジョンを掲げつつも、現実の課題は依然として困難な状況にあることを直視すること
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が大事です。特にグローバルな視点からの貧困や不平等といった問題構造を明確化して解決の糸口

を探らなければなりません。 

 世界経済を見たとき、国家会計（歳入金額）と多国籍企業の売上高を比較した時、上位 100 のうちの

3 分の 2 以上（70）が企業によって占められています（2015 年）。経済活動の主体は、いまや国民経済

以上に巨大化した多国籍企業へと移行しており、国家の経済規模を上回る企業優位の時代を迎えて

いることがよくわかります。 

そして国際 NGO オックスファム（Oxfam）の報告書「最も豊かな 1％のための経済」は、深刻化する富

の格差を明らかにしました。2024 年報告では、世界の 50 億人近くが貧困化しているのに対して、億万

長者の資産は 2020 年より約 3 兆ドルも増加して、とくに最富裕者 5 人は 2020 年以降、資産を 2 倍以

上増やしたと指摘しています（1 時間当たりにして 1,400 万ドル＝約 2 億円）。さらに巨額の富が租税

回避（タックスヘイブン）されるなど、極端な格差を生み出す深刻な社会編成の危機が進行しています。 

 こうした大きな構造的な問題は、なかなか実態が把握しにくいのですが、見方によっては深刻な矛盾

に切り込むことで、根本的な課題解決の糸口になることが期待されます。その点では、資本の拡大メカ

ニズムを、各国のみならず超国家的にコントロールしていく可能性、「人新世」を「資本新世」として捉え

直す視点も生まれています。そして、資本主義の矛盾を克服していくグローバルタックス（国際金融課

税）や「資本の民主化」というような課題、より大きなテーマも浮かび上がってきています。 

 

 ◇SSDDGGss をを推推進進すするる重重要要なな担担いい手手ととししててのの社社会会的的連連帯帯経経済済（（SSSSEE））  

詳細はふれませんが、関連する最近の動きでは、SDGs を促進していく重要な担い手として 

社会的連帯経済（Social Solidarity Economy）が注目され、ILO（国際労働機関）を中心に推進されてい

ます。その動きは、国連総会で持続可能な発展に向けて「社会的連帯経済（SSE）の推進」の決議が可

決されたことにも現れています（2023 年 4 月）。 

また、私たちが現在直面し出しているもう一つの重要な課題は、人口減少です。日本ではすでに人

口が減少していますが、今後は中国や他の国々でも同様の問題が発生すると予想されます。これに

対して、まず当面は地球環境危機において現在進行中の人口増加や深刻化する複合危機（ポリクラ

イシス）を乗り切れるかが問われています。 

そして危機をなんとか乗り越えたとしても、その後の人口減少の局面において持続可能な社会の実

現はどうなるのか、そこにもう一つの残された第三の危機への対処を考える必要があります。 

 

 ◇人人新新世世のの危危機機をを克克服服しし、、そそのの先先へへ  

いずれにしても、人類は新しい人新世の時代に突入しています。この新時代において、私たちはど

のような社会制度や国際的関係を築いていけるか、その重要な導き手に SDGs があることは間違いあ

りません。そして、自然資本、社会関係資本、物的かつ情報的資本をどのように再編成し活用してい

けるかが問われています。まずは対立・敵対をのり越えて、目先の利害ではなく、人類的視野からの共

存・共生の道を創造していかねばなりません。 

SDGs を手がかりにして、持続可能な開発目標を推進する道すじを人類一丸となって取り組むべき時

を迎えています。これが私たちの未来にとって、最優先すべき重要な課題なのです。 

ご清聴ありがとうございました。 
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～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 
（司会）ありがとうございました。古沢先生のご講演を通じて、SDGs の重要性、そしてそれが世界全体

にとっていかに意義深いものであるかを改めて理解することができました。 

続きまして、韓国の三育大学社会福祉学部の鄭鐘和教授にご登壇いただきます。鄭教授からは、

「韓国における SDGs 推進状況と今後の課題」というテーマでお話をいただきます。それでは、よろしく

お願いいたします。 
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資 料 

 

｢｢人人新新世世｣｣  時時代代にに SSDDGGss ががははたたすす役役割割  ーー  世世界界//東東アアジジアア//日日本本  ーー  
  

國學院大學研究開発推進機構 

客員教授 古沢広祐 
 
現在、世界情勢は大きくゆらぎ出している。本来は最大の関心事であるべき地球環境の保

全、とりわけ気候危機と生物多様性（絶滅危機）の回避、持続可能な脱炭素・自然共生社会

への転換、世界（国連加盟 193 ヵ国）が合意した持続可能開発目標（SDGs）の実現が、挫折

しかねない事態に直面している。 
2001 年の同時多発テロ、2008 年（リーマンショック）世界金融危機、2011 年東日本大震災

（原発事故含む）、2020 年新型コロナのパンデミック（世界的感染爆発）、2022 年ロシアの

ウクライナ侵攻、2023 年パレスチナ人道危機････、従来の世界秩序の根底が崩れるかのよう

な事態が続いている。 
戦争の世紀と冷戦時代を終焉させたかに見えた 20 世紀後半、1992 年地球サミットを契機

に、南北問題と地球環境問題を克服する地球市民社会の到来が予感された。しかし、その後

の 21 世紀を生きる私たちは、地球環境問題が深刻化する中で、気候危機や生物多様性危機

（第 6 の大量絶滅時代）に直面する「人新世」（Anthropocene）時代に突入しつつある。現

在、その危機的事態は複合危機（polycrisis）化しており、戦後の平和・共存体制が揺らいで

政治的緊張が高まるなど、世界情勢が再び不安定化し出している。冷戦解消時に一時減少し

た世界の軍事費は（平和の配当）、近年増大の一途をたどり 2023 年には最高額（24 兆ドル）

を更新した。 
まさに人類が協調、共同して取り組むべき世界平和や脱炭素社会・生物多様性保全が、後

退しかねない事態にある。そうした意味では、今こそ環境と平和が、人類の生存の基本的土

台であるという原点に立ち戻り、世界情勢が不安定化に向かわないように共存・共生のため

の新ビジョン（グランドデザイン）を提起し、打ち出していく必要がある。 
今求められていることは、人類史の長い歩みをふり返り、対立と敵対をのり越える共存・

共生の道すじを見直して、持続可能性（サステナビリティ）に向かう世界観（パラダイム）

を改めて共有することである。SDGs は、そのための重要な手がかり、導き手として、より

強化して再構築することが求められている。しかし現状では、2030 年までに達成できそうな

SDGs は僅か 16％という悲観的予想が出されている。従来から世界をリードしてきた超大国

が、SDGs 評価では軒並み中・低位にあることは、まさに事態の深刻さを現わしている。 
今後に向けては、とくに世界人口の半分を占めるアジア地域、とりわけ北東アジアにおける

SDGs の連携推進、とくに環境協力の連携ネットワーク形成が重要である。かつてその兆し

が生まれていた活動（環境モニタリング等の協力）を再構築・強化させるとともに、本フォ

ーラムに参加する 3 ヵ国が繋ぎ役となり、連携体制のいっそうの強化に早急にとり組むべき

である。歴史的には政情不安だった欧州が共同体形成によって繁栄を実現させたように、仮

称「東アジア・環境安全保障枠組み協定」のような協力体制を早急に実現させるべき時がき
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ている。 
それは中国・ロシア・北朝鮮・韓国・台湾などの地域を環境のもとで繋ぎとめる礎にも成

り得るし、東南アジア諸国（ASEAN）を含む形でのより広域の協調・協働スキーム形成と成

り得るものである。公害対策や少子高齢化・地方の過疎化が先行している日本の経験等を参

考に、情報交換、共通政策・協力への模索、自然災害や防災への対応・協力をはじめとし

て、脱炭素・自然共生のための技術協力から、エネルギー・環境協力機構へと緩やかに順次

発展させていく構想である。 
政情不安に傾きだした今だからこそ、各国の個別政策や狭い利得（損得）勘定から脱し

て、広義の環境安全保障の枠組み形成という仕切り直しが求められている。すでに SDGs と

いう共通目標（北朝鮮を含む国連での全会一致の採択）を、私たち人類は共有している。狭

い利害対立を超え出るチャンスとして、地球環境の危機回避という共通目標に向けた起死回

生策を、東アジア地域から提起し実現することがとても重要である。そうした試みに着手す

ることこそが、ポスト SDGs 時代に向けての真の国際貢献になると思われる。 
 

（参考、時代動向の見取り図）     ＊必要に応じて図の PPT ファイルも共有します 
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2.3 韓国における SDGs 推進状況と今後の課題 

 

        鄭 鐘和（Jeong Jonghwa） 

        三育大学社会福祉学部教授 

 

 皆さん、おはようございます。私は韓国を代表し

て、本日お話をさせていただきます。三育大学社

会福祉学部の鄭鐘和と申します。どうぞよろしくお

願いいたします。 

 本日のテーマは「韓国における SDGs 推進状況

と今後の課題」です。先ほど、中国と日本の発表

者からはグローバルな視点でのお話がありまし

た。特に日本側からは取り組みの詳細にも触れら

れていました。私の発表では、韓国が 17 の SDGs

のアジェンダをどのように実施しているのか、その

進捗や評価、市民団体が直面している課題など

についてお話しします。 

 

発表の順序は以下の通りです： 

１．韓国政府による SDGs の概要 

２．韓国政府の SDGs 履行戦略 

３．目標別の推進状況 

４．現状の課題 

５．今後の展望 

 

 まず、韓国における SDGs の全体像についてご紹介します。この図表をご覧ください。2015 年に国

連総会で採択された 17 のグローバルアジェンダを基に、韓国政府は複数のカテゴリーを設定し、それ

ぞれに対応するチームを立ち上げました。この取り組みは政府レベルで主導され、実行されています。 

 韓国では、SDGs 目標の達成に向けて、民間、政府、市民社会、学界など、さまざまな分野の関係者

が参画し、具体的な取り組みが行われています。テーマごとに推進ロードマップを策定し、毎年年次

報告を作成することで、進行状況や実行状況を評価しています。 

 韓国政府が SDGs を履行するために採用した戦略には、いくつかの重要なポイントがあります。これ

までの経過を振り返ると、特に 2019 年からの取り組みが注目されます。韓国政府はこの年に SDGs 戦

略計画を発表し、その後、以下のような活動を進めてきました： 

 ・シンポジウムの開催：各分野の専門家や関係者が参加し、SDGs に関する議論を深める場を提供し 

  ました。 

 ・グループ別の調査：テーマごとに詳細な調査を行い、現状分析を進めました。 

 ・パネルディスカッション：SDGs 達成の課題や可能性について議論を深める機会を設けました。 

 ・市民団体からの意見収集：幅広い市民社会の声を反映するため、さまざまな団体との意見交換を 

鄭鐘和氏による基調講演 

63



64 
 

  行いました。 

 

 これらの取り組みによって、SDGs に関する理解を深め、実践の進捗をモニタリングする体制を強化し

ました。また、市民団体の役割や課題をより具体的に把握することで、今後の政策形成に反映させる

基盤を築いています。 韓国の持続可能な発展に向けたいくつかの主要なアジェンダについてお話し

します。まず、このグラフに示されている通り、韓国が直面している最大の課題は少子高齢化です。韓

国は 2025 年までに人口の 20％が高齢者となり、超高齢化社会に突入する見込みです。5000 万人の

総人口のうち、1000 万人が 65 歳以上の高齢者になる計算です。 

 さらに深刻な問題として、少子化があります。このグラフでも示されていますが、出生率は 0.7 と世界

で最も低い水準にあり、女性 1 人が平均で 1 人の子どもを産まない状況となっています。また、生産可

能年齢の労働力人口が急激に減少しており、これも大きな経済的課題となっています。 

 社会的な不平等についても触れておきます。このグラフに示されている通り、韓国では富裕層と貧困

層の二極化が進んでおり、これが社会全体の暮らしの質の低下を招いています。人口構成図を見ても、

この不平等が由々しい問題であることが明らかです。 

 次に、気候変動が韓国の環境に及ぼす影響についてです。韓国は四季がはっきりしている国です

が、気候変動の影響で季節のパターンが大きく変化しています。このグラフに表れている通り、夏と冬

が非常に長くなり、春と秋が短くなっています。例えば、秋が非常に短くなったため、通常 10 月に楽し

める紅葉が 11 月にならないと見られないことがあります。このように季節が 1～2 か月ほどずれる現象

が起きています。 

 さらに、大雨や洪水、地震といった自然災害が増加している点も重要です。韓国はかつて地震の安

全地帯と考えられていましたが、現在では地震が頻繁に発生しています。このような異常気象や災害

は、韓国の環境破壊が直接的に表面化している例と言えるでしょう。 

 少子高齢化の影響は、韓国の経済構造にも深刻な影響を及ぼしています。韓国リサーチが発表し

たデータによると、新型コロナウイルス感染症のパンデミック後、韓国経済は大きく停滞しており、その

結果、社会的な不平等がさらに深刻化しています。このような状況の中で、韓国政府は「ニューディー

ル政策」のような新しい経済政策を推進せざるを得ない状況に追い込まれています。 

 こうした課題が山積する中、韓国は持続可能な発展を追求しつつ、2030 年までの目標達成を目指し

て取り組んでいます。この表やグラフに示されている通り、韓国政府は 99 の定量評価指標を設け、目

標達成の進捗を測定しながら努力を続けています。新型コロナウイルス感染症の影響で一部の目標

達成が遅れ、進行スピードが鈍化しましたが、17 のゴールについて見ると、今後 5 年間でいくつかの

目標を達成できる見込みです。ただし、全ての目標を完全に達成することは、現状では難しいと言え

ます。 

 したがって、制度面の整備が急務となっています。特に、公的制度の構築は非常に重要であり、政

府が法制度を整備することで、社会や市民が SDGs を実行に移しやすい環境を作る必要があります。

また、省庁間の協力を強化し、目標達成に向けて一丸となって取り組む必要があります。 

 さらに、国際的なリーダーシップの発揮も重要です。韓国は国際的なステークホルダーと協力しなが

ら、17 のアジェンダを 2040 年までに実施すべく目標を立てています。この取り組みは、第 4 次基本計

画に基づいて進められています。先ほど中国の関婷氏が、各国が政府主導で SDGs を推進していると

述べられましたが、韓国もその一例と言えます。 
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 韓国では、アジェンダごとに具体的な取り組みが進められています。まず、長官会議を通じて国レベ

ルの協議会が設立され、環境教育統計庁が対応しています。さらに、17 のアジェンダごとの目標を実

現するために実務グループを立ち上げ、官民共同で具体的な活動を展開しています。 

この図表に示されているように、韓国の取り組みは以下の 4 つのテーマを中心に構成されています： 

 ・人：人々の生活の向上を目指し、教育や健康、貧困削減などを推進 

 ・繁栄：経済成長や雇用創出を通じて、持続可能な繁栄を目指す 

 ・環境：環境保全や気候変動対策を重視 

 ・平和と協力：社会的正義や安全保障の強化を目指す 

 

 これらのテーマの下、17 の具体的なアジェンダが設定されています。その中から、時間の関係で重

要な項目をいくつかご紹介します。 

 まず、貧困の撲滅とセーフティーネットの強化です。韓国では相対的貧困率が非常に高く、所得補

助や家計支援のための財政手当が必要とされています。この課題を解決するためには、公共扶助制

度を強化し、所得補償制度を整備することが求められています。特に、75 歳以上の後期高齢者に対

する対策を含む新たな政策が現在検討されています。 

 次に、健康と福祉の保障に向けた取り組みについてお話しします。まず、韓国では慢性疾患を抱え

る人々が非常に多く、特に糖尿病が増加しており、これが大きな課題となっています。また、食生活の

変化による疾患の拡大も深刻であり、健康分野における重要な対応が求められています。 

 韓国政府は、地域コミュニティを基盤とした医療サービス（Community-Based Health Services）の提

供を強化しています。また、全ての国民を対象とした医療保険制度を構築しており、これは世界的にも

先進的な事例と言えます。最近では、がん治療も医療保険の対象となっており、国民の医療負担が軽

減されています。 

 さらに、国民の健康増進を目指して法制度の整備が進められています。たとえば、韓国では歩きた

ばこや公共の場所での喫煙に対して厳しい罰則を導入しています。違反者には最大 10 万円の罰金

が科される「国民健康増進法」が施行され、国民の健康保護に寄与しています。また、その他の健康

データを基にした保険制度の整備も進行中です。 

 次に、教育分野の取り組みです。新型コロナウイルス感染症の影響を受け、韓国ではオンライン教

育が全国的に広がっています。これにより、2040 年の教育目標実現に向けて大きく前進しています。

小学校から高校までの義務教育で、AI（人工知能）の導入が積極的に進められています。さらに、大

学教育においても授業料の支援を通じて、全ての学生が教育を受けられる環境の整備が進められて

います。 

 続いて、ジェンダー平等の保障についてです。韓国には「女性家庭部」という省庁が設置されており、

ジェンダー平等を推進するための政策が策定されています。男女の雇用平等についても、目標値の

50％以上を既に達成しており、政府の取り組みが成果を上げています。 

 次に、水資源管理の取り組みについてです。韓国政府は、安全で健康な水の供給を目指すべく積

極的な措置を講じてきました。その結果、干ばつに見舞われることが減少し、地質管理や水質管理に

おける指標も良好な状況です。これらの取り組みは、持続可能な水資源管理に向けた重要な一歩とな

っています。 

 次に、エネルギーの課題についてお話しします。日本の発表者も触れられたように、人類の文明は
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火の発明から始まり、石炭が産業化に欠かせない燃料として重要な役割を果たしました。しかし、原子

力が台頭すると石炭の利用は減少し、エネルギーの主役は原子力へと移行しました。 

 韓国ではここ 10 年間、原子力の割合が減少し、石炭を再びエネルギー源として利用するという珍し

い現象が見られています。この方針は他国のエネルギー政策とは少し異なりますが、持続可能な発展

に向けて政策を転換する必要があると考えています。 

 次に、経済成長についてです。韓国は 1 人当たり GDP の向上に多大な努力を重ねており、現在も

2％の経済成長率を維持しています。 

 また、産業の成長とイノベーションについて申し上げます。韓国では 2050 年までに社会的弱者を含

む全ての国民のためのインフラ整備を目指しています。特に道路網の整備や情報インフラの普及が

進んでおり、一般国民だけでなく脆弱層にも配慮した取り組みが行われています。韓国は「デジタル

包容度」が高い国として評価されています。 

 不平等の解消については、最近、扶養義務者の基準を緩和する政策が取られています。たとえば、

従来は両親が子どもの面倒を見る、または子どもが両親の面倒を見るという考え方が強かったのです

が、現在ではそのような義務の認識が薄れつつあります。これにより、不平等の解消に向けた一つの

成果が見られています。 

 次に、住居問題についてです。韓国では都市と住宅問題が深刻な課題となっており、これを 11 番目

のアジェンダとして取り上げています。都市化が進む中で都市部に人口が集中し、老後の住居が確保

できずに貧困に陥る高齢者が増加しています。また、若者の住宅問題も深刻です。この課題を解決す

るため、韓国政府は 11 番目のアジェンダに多額の資金を投入し、対策を進めています。 

 次に、生産と消費に関する課題についてです。12 番目のアジェンダとして取り上げられているこの分

野では、特にリサイクルとプラスチック問題が重要なテーマとなっています。プラスチックは低炭素社会

の実現を妨げる主要な要因であり、その解決に向けて政府と市民社会団体が協力して取り組んでい

ます。このリサイクル活動は、韓国側の事例発表の一環としても紹介される予定です。 

 次に、気候変動への対応についてお話しします。韓国では気候変動の影響による自然災害の頻度

が減少傾向にあり、20 年前に比べて約 20％の減少が見られます。しかしながら、都市部および農村

部における気候変動対策は依然として必要であり、特にエネルギー問題に起因する気候変動への対

応は十分とは言えない状況です。 

 次に、海の生態系の保全についてです。韓国では海洋ごみの増加が深刻な課題となっていま

す。特に、中国や韓国近海から漂流してきたごみが韓国の海岸に大量に漂着しており、その除

去作業に多大な労力が費やされています。海洋ごみ問題は国際的な協力が急務な分野であると

言えます。 
 続いて、陸の生態系の保全についてです。韓国の森林面積は現在 63％であり、持続可能な森

林管理を目指して政策が進められています。2040 年までに森林面積をさらに拡大する目標が

設定されており、その達成に向けて努力を続けています。 
 次に、平和と公正な社会の実現についてです。韓国では暴力犯罪の発生率が過去に比べて減

少しているものの、強盗や殺人、性暴力といった犯罪は依然として課題です。これらの問題に

対し、韓国政府は多様な取り組みを進めています。 
 17 番目の目標であるパートナーシップの強化についてお話しします。韓国では市町村間の

協力効果を高めるため、オンラインプラットフォームを構築し、省エネルギー問題や原子力エ
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ネルギーに関する課題にも取り組む予定です。 
 最後に、韓国の全体的な履行結果と課題についてお話しします。これまでに大きな成果が見られま

した。教育機会の増加、再生可能エネルギーの拡大、貧困の削減、太陽光発電の普及、オンライン学

校の設立、社会インフラの整備、生活保護制度や住宅・医療サービスの向上などです。 

 しかしながら、いくつかの課題が残っています。まず、エネルギーシフトの問題です。再生可能エネ

ルギーの拡大が進んでいる一方で、脱原発による供給の不安定さが課題となっています。また、社会

的不平等も解消する必要があります。最低賃金は引き上げられましたが、依然として低く、社会的不平

等が深刻です。さらに、気候変動への対応も重要な課題として挙げられます。 

 これらの課題に対処するため、韓国政府は政策的な手だてだけでなく、国際的な協力を通じた取り

組みを強化する必要があります。特に低炭素社会の実現に向けて、政府だけでなく市民社会団体や

民間セクターとも連携し、全体の力を結集して進めていく必要があります。 

 このようなアジェンダの実現には、政府と市民社会団体の強力なパートナーシップが求められます。 

以上をもちまして、私の発表を終わります。ご清聴ありがとうございました。 

 
～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 
（司会）鄭教授、貴重なご共有をありがとうございました。また、先ほど 3 カ国の専門家の皆さまには、

素晴らしいお話を共有していただき、心より感謝申し上げます。 

 これより、休憩時間に入りたいと思います。休憩後には、汪琼华が事例報告を進行させていただきま

す。 その前に、記念写真の撮影を行いたいと思います。どうぞ皆さま、壇上の前にお集まりください。 
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資 料 

 

韓国における SDGs 推進状況と今後の課題 

The progress of South Korea's SDGs and the challenges ahead 

 

三育大学社会福祉学科 

教授 鄭 鐘 和 

 

 2015 年国連総会で採択された持続可能な開発目標(Sustainable Development Goals(SDGs)の履行

に向けて、韓国は多角的に取り組んできた。韓国の場合、経済、社会、環境など様々な分野において、

SDGs の目標達成に向けて各種政策を推進しており、これを通じ、国際社会において持続可能な発展

の模範国として位置づけたいと考えている。主に、気候変動対応、質の高い教育の提供、ジェンダー

平等の促進、持続可能な都市開発を重点課題として政策を進めている。 

 SDGs の実現プロセスにおける韓国の主な課題は以下の通りある。第一に、経済成長と環境保全の

バランスの維持である。韓国は依然として CO2 排出量が多く、気候変動に対する実質的な対応策を

講じる必要がある。第二に、社会的不平等解消に向けての努力が必要である。経済発展の過程で格

差など社会的な不平等問題が深刻になり、これを解決するための政策的なアプローチが求められる。

第三に、SDGs 履行の統合性と協力の強化が必要である。政府、企業、市民社会間のパートナーシッ

プ構造を強化し、地域社会を含めた幅広い参画を誘導する包括的な政策が必要である。 

 これらの課題を解決し、SDGs 目標達成のためには、持続的な政策の改善と多様なステークホルダ

ーとの協力を進め、持続可能な発展のためのグローバルリーダーとしての役割を強化する必要がある。

そのためには、市民社会団体と政府機関、民間ボランティア団体の協力を通じ、SDGs 実現に向けて

成功的なパートナーシップ構築の必要がある。 

 

キーワード：持続可能な開発目標（SDGs）、気候変動、二酸化炭素、社会的不平等 
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３３．．事事例例報報告告                                                                          

 

司会：王 琮洪（中国国際民間組織協力促進会） 

 

（司会） 皆さま、こんにちは。私は中国国際民間組織協力促進会（CANGO）の王琮洪と申します。本

セッションでは、事例報告の司会を担当させていただきます。どうぞよろしくお願いいたします。 

 先ほどの基調講演では、各国の政策において市民社会組織がどのように SDGs を支援しているのか

について、貴重なお話を伺うことができました。本セッションでは、引き続き、日中韓 3 カ国の代表をお

迎えして、それぞれの国における SDGs への取り組みや、そこで直面した課題、挑戦について共有し

ていただきます。 

 最初にご登壇いただくのは、中国の中山大学の李天明教授です。李教授は、生態学や環境保護の

分野において幅広く研究を行っており、本日は「99 チャリティ・デー」から見る中国のインターネットを

活用した環境保護や公益関連のクラウドファンディングの発展とその傾向についてお話しいただきま

す。それでは、李教授、よろしくお願いいたします。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 
 

33..11  「「9999 チチャャリリテティィ・・デデーー」」かからら見見るる中中国国イインンタターーネネッットトにによよるる環環境境保保護護、、公公益益関関  

      連連ののククララウウドドフファァンンデディィンンググのの発発展展とと傾傾向向  
 

        李 天明(LEE Tien Ming) 

        中山大学生態学部教授 

 

 皆さま、本日のフォーラムを開催された主催者お

よび共催者の皆さまに、まず感謝申し上げます。

私は中山大学から参りました李天明と申します。

本日は中国を代表し、「インターネットを活用した

ファンディングモデルの発展と今後の動向」につ

いてお話しできることを大変光栄に思います。 

 私は生態学を専門としております。このテーマと

生態学の関連性について不思議に思われる方も

いらっしゃるかもしれませんが、私は特に環境保

護におけるチャリティ活動に強い関心を抱いてお

ります。以前、1992 年の地球サミットにも参加し、そこから環境問題に携わるようになりました。また、基

調講演でお話しいただいた関廷教授や鄭鐘和教授とも協力し、それぞれの視点から SDGs の推進に

貢献してまいりました。 

 私が SDGs に深く関わるようになったきっかけの一つは、2015 年ごろ、コロンビア大学にて訪問学者

として活動していた際の経験です。当時、ジェフリー・サックス教授が国連事務総長の顧問として SDGs

の議論を主導していました。その場で直接、SDGs の形成過程を目の当たりにしたことが、私にとって

李天明氏による事例報告 
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非常に大きな影響を与えました。本日このように、その後の研究成果を皆さまと共有できることを嬉しく

思います。 

 さて、本題に移ります。「99 チャリティ・デー」という取り組みについてご存知でしょうか。これはテンセ

ントチャリティ財団が主催する重要な募金活動で、毎年 9 月 9 日に開催されます。このプラットフォーム

では、中国全土の人々が寄附を通じて多くの公益プログラムを支援しています。この活動の重要性と

成果について、2023 年までの 10 年間のデータを基にお話ししたいと思います。今年のデータはまだ

集計中ですが、昨年までのトレンドを共有することで、皆さまに活動の動向をご理解いただければと思

います。 

 「99 チャリティ・デー」の目標は、いかに募金額を増やし、公益活動を拡大するかという点にあります。

この取り組みは、私と私の学生たちが中心となり研究を進めています。2018 年以降、SDGs の 17 の目

標を達成するための活動にも取り組んでおり、これまでに半数以上の目標に関わるプログラムに参加

してまいりました。 

 特に、生態学の視点から、気候変動が植物や動物に与える影響について注目しています。例えば、

紅葉の時期が遅れるといった現象や、生態系全体の変化などが観察されています。これらの問題は

SDGs の目標に直接関連し、私たちの生活にも影響を及ぼしています。 

 環境保護に関する取り組みは、政府資金だけではなく、民間からの寄附に大きく依存しています。ク

ラウドファンディングは、この資金不足を補う重要な手段として注目されており、「99 チャリティ・デー」は

その好例と言えるでしょう。私たちはこれからも、こうした活動を通じて環境保護や生態学の発展に寄

与していきたいと考えています。 

 ご覧いただいて分かるように、先ほど共有いただいた教授たちも触れていましたが、環境の視点から

考えると、環境保護には「恒久性」という重要な性質があります。つまり、環境保護には長期的な取り組

みが必要であり、多くの人々の協力が不可欠です。特に、社会全体が関与することが重要になります。 

 では、どのように参加を促進できるかというと、現在、中国では皆さんもご存じのように、インターネット

のプラットフォームを活用しています。パソコンやスマートフォンでインターネットにつながることで、誰

でも簡単に環境保護のチャリティ活動に参加することが可能です。これにより、多くの人々が貢献でき

る仕組みが整いつつあります。 

 しかし、生態環境保護の分野に特化して見ると、まだ課題が残っています。第一に、この分野は他の

社会問題と比べてスタート地点が遅かったこと。多くの人々がまず社会問題に注目し、その後ようやく

環境問題に目を向けている状況です。第二に、生態保護関連のチャリティ活動の規模が小さく、社会

からの関与度も低いという点があります。 

 現在のデータをご覧いただければ分かるように、「99 チャリティ・デー」は唯一のチャリティ募金プログ

ラムではありません。これ以外にも多くの募金プログラムがありますが、私たちは研究課題として「99 チ

ャリティ・デー」を特に取り上げました。微信（WeChat）のミニプログラムには、「小さな赤い花」というシン

ボルが表示されており、これを見るとユーザーが「99 チャリティ・デー」関連の活動であるとすぐに認識

できる仕組みになっています。 

 「99 チャリティ・デー」は、中国の「中華チャリティ・デー」（9 月 5 日）と連動しており、その週に全国の

人々が一緒にチャリティに参加することを呼びかけるプログラムです。これまでのデータを振り返ると、

個人の募金額は当初 12 万元（約 240 万円）だったものが、現在では 20 倍以上に増加し、寄附者数も

大幅に増加していることが分かります。 
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 私たち研究者は、行動学の視点から、人々がどのように寄附を行い、さらに多くの金額を寄附するに

はどうすればよいかを研究しています。左のグラフをご覧いただくと分かるように、寄附者数と募金額は

全体として増加傾向にあります。一方で、右のグラフは環境保護に関連するチャリティプログラムに特

化したデータですが、こちらは一貫して増加しているわけではなく、増減の変動があります。この変動

の理由や、なぜ特定の時期に下がったのかを調査することが、私たちの研究の一つの焦点となってい

ます。 

 「99 チャリティ・デー」は環境保護だけでなく、貧困削減など他の多様なプログラムも含んでいます。

これらを 4 つのカテゴリに分類して分析していますが、その中で環境保護に関するプログラムの募金額

が全体に占める割合は依然として低い状況です。 

 私たちは引き続き、環境保護をはじめとする公益活動を活性化し、より多くの人々の参加を促進する

ための方法を模索していきます。 

 最後に、私たちがこの研究を行った際の成果についてお話しします。特に 2018 年には、公衆からの

募金額をどのように向上させるかをテーマに研究を進めました。そして、2020 年と 2021 年のデータを

詳細に分析しました。例えば、1 年間に 1 万以上のチャリティプログラムが実施されていますが、その

中で総募金額がどれくらいなのか、寄附者数がどれくらいなのかを集計しました。その結果、テンセン

トチャリティ財団では、毎年寄附の方法を細かく調整しており、その目的は公衆からの寄附額を増やす

ことにあるということが分かりました。 

 当時の分析では、まず 2019 年のデータを取り上げました。この統計データを見ていくと、赤い枠と緑

の枠に注目することが重要です。左側の表にある 2019 年のデータを見ると、私たちが注目したエコロ

ジー環境保護プログラムに関連する募金額や、どのプログラムが高い金額を集めているのかを予測す

ることが可能です。 

 この分析の中で、特に重要な 3 つの要因が明らかになりました。 

 ・「一緒に寄附しましょう」というキャンペーンに参加する寄附者の人数。 

 ・マッチング寄附を提供する企業からの寄附金額。 

 ・寄附者に返礼品が提供されるかどうか。 

 

 これらの要因は、寄附額の増加に直結することが分かりました。 

 簡単にデータを振り返ると、2019 年時点では、生態環境保護プログラムは 325 件ありましたが、1 年

間で実施された 1,000 以上のプログラム全体の中では占める割合が小さいことが分かりました。そして

2020 年には、この数が 280 件にまで減少しました。ただし、これは環境問題自体が減少しているわけ

ではなく、環境問題に関するチャリティプログラムの数が減少していることを示しています。 

 こうした減少傾向をどう解決するかについて考えました。一つの解決策として、「一緒に寄附しましょう」

キャンペーンに参加する寄附者数を増やすことで、全体の募金額を増やせるのではないかと考えてい

ます。また、企業によるマッチング・グラントの金額が増えることも、問題解決に寄与すると考えます。さ

らに、返礼品の提供があるプログラムでは、寄附者数が多い傾向があるため、返礼品の工夫が参加者

の増加につながる可能性があるという予測も立てています。 

 これらの研究結果を基に、さらに多くの寄附を引き出し、環境問題への取り組みを拡大していく方法

を模索していきたいと思います。 

引き続き、どのように寄附者数を増やすことができるかについてお話しします。スライドの 10 ページを
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ご覧ください。今ご覧いただいている画面では、先ほどお話しした 3 つの重要な要素の中で、「一緒に

寄附しましょう」というプログラムについて説明します。このプログラムでは、例えば私が WeChat 上で友

人とつながり、その友人が私のプログラムを見て、一緒に寄附をしてくれる仕組みです。ここから分かる

のは、寄附者数は社会関係の影響を強く受けるということです。 

 また、SNS や人々の社会的なつながりを活用することが、寄附者数を増やすために非常に重要であ

るという結果も分析から得られました。つまり、寄附者との社会的関係をどのようにうまく活用するかが、

大きなポイントとなります。この点については、さらに啓発が必要です。 

 続いて、マッチング・グラントについてです。大規模な寄附額が集まるプログラムの背景には、企業か

らの寄附が大きな役割を果たしています。例えば、個人が寄附した金額に対して、企業が同額やそれ

以上、例えば 100 万元を寄附するような仕組みです。こうしたマッチング・グラントの仕組みは、企業に

とってもメリットがあります。具体的には、ブランドイメージの向上や企業の知名度向上につながるため、

積極的に活用されています。 

 次に、返礼品についてです。4 つの重要な要因の中で、返礼品が最も効果的だったのは環境保護

に関するチャリティ・プログラムでした。これは私の仮説ですが、例えば自然に関連したギフトやぬいぐ

るみといった返礼品が、寄附者に自然との関係性を感じさせ、募金活動への親近感を高める効果があ

るのではないかと考えています。一方で、他の分野のプログラムでは、返礼品の効果はそれほど大きく

ありませんでした。 

 ここまでの内容を簡単にまとめると、寄附者数や寄附額を向上させるためには、科学的で客観的な

視点から分析を行うことが必要です。寄附の金額は毎年増加傾向にありますが、さらに向上させるた

めには、プラットフォームの設置や運営におけるイノベーションが求められます。また、チャリティ活動を

支えるプラットフォームの変革を進めることで、より多くの寄附者を巻き込むことができると考えています。 

 最後に、こうした活動をテンセントチャリティ財団と協力して進められることに、心から感謝しています。

「99 チャリティ・デー」もその一環として、大きな成果を上げています。本日はご清聴いただき、ありがと

うございました。 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 
（司会） 李先生、ありがとうございました。今のお話では、中国が環境と公益の分野で取り組んでいる

新しい事例をご紹介いただきました。 

 続きまして、陝西省友連婦女児童交流サービスセンターの唐文華（Tang Wenhua）様よりお話をいた

だきます。唐様は長年にわたり、婦人・女性・児童の権利擁護に尽力されてきました。また、女性と児

童のエンパワーメントをテーマとしたセミナーで大きな成果を収めておられます。ぜひ皆さま、唐様の

お話にご注目ください。それでは、唐様、よろしくお願いいたします。 
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資 料 

 

「99 チャリティ ・デー」から見る中国インターネットによる環境保護、 

公益関連のクラウドファンディングの発展と傾向 

 
        中山大学生態学部 

教授 李天明 

 

 2015 年国連が「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」を採択して以来、世界各国は 17 の持続

可能な開発目標（SDGs）を達成する上で深刻な資金調達の課題に直面している。国連の試算による

と、目標を達成するためには年間 5 兆～7 兆米ドルの投資が必要だが、開発途上国では年間 2.5 兆

米ドルの資金が不足している。2017 年、世界開発援助総額は 1466 億米ドルで、特に気候変動、環境

悪化などグローバルの課題において資金不足問題が際立っている。 

 近年、中国は生態環境保護、特に生物多様性保全分野への資金投入が増加し、17 年、18 年は 2

年連続で 2600 億元以上が投資された。にもかかわらず、公的資金による生態環境保護の資金ニーズ

は十分に満たせず、社会寄附による資金ギャップ埋めが急務となっている。 

 インターネットとデジタル経済の発展に伴い、「インターネット＋公益」モデルが生態系、環境保護に

向けての資金集めに新たな道を開いた。中国のインターネット大手テンセントによる 「99 チャリティ ・

デー」は、便利で透明性が高く、効率的な寄附方法を提供している。 2015 年スタート以来、一般市民

の「99 チャリティ ・デー」への寄附額は年々増加し、2023 年には寄附総額が 38.4 億元に達した。しか

し、生態環境保護プロジェクトの募金状況は、まだ不十分のままである。データによると、2015 年から

2023 年まで、生態環境保護事業向けの募金額は伸び悩んでおり、2023 年の募金額は 1500 万元に

満たず、募金総額の 0.4％だけを占めている。 

 さらなる分析によると、社会的関係、企業による寄附、返礼などの要素が、寄附の効果に大きな影響

を与えることがわかっている。例えば、「いっしょに寄附」キャンペーンは、微信（WeChat）の SNS を活

用し公益事業への国民の関心を大いに高めていた。「いっしょに寄附」への参加者の割合は、寄附の

効果と有意な正の相関関係があり、ソーシャルメディアの拡散効果により、国民の寄附意欲が高まった

ことになる。次に、企業の寄附金額が高いほど社会的な信頼度の向上につながり、これは、該当プロ

ジェクトの成熟度が高いこと、また寄附がプラットフォーム、または企業のへマッチングされる可能性も

高いことを意味する。自然保護や環境保護においては、返礼品がとても効果的であり、特に返礼品が

自然への親近感を呼び起こし、環境保護との心理的なつながりを高めることが伺えた。 

 事業実施の立場からみると、環境保護事業は規模が小さい方が市民からの寄附を得やすいことが

わかった。小規模のプロジェクトは通常、目的が明確で実現可能性が高いため、一般の人々が実際の

結果を確認したりフィードバックを受けたりしやすいからである。同時に、省を跨いだ事業は資源や事

業管理能力が高いことから、一般市民からも信頼性も高く、より多くの寄附や支援につながることがわ

かった。 

 今後、中国における環境保護関連クラウドファンディングの発展は、次の焦点を当てることができる。

第一に、クラウドファンディング ・プラットフォームは、生態系、環境保護プロジェクトの宣伝を最適化し、
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一般市民の参加を増やすこと。プラットフォームは、より多くの環境保護団体に向けて、寄附が必要な

プロジェクトを公開することを奨励したり、環境保護をテーマにした特別なイベントなどを通じ、環境保

護プロジェクトの露出度を高めることができる。 

 第二に、募金団体は、プロジェクトの特徴に基づきより魅力的な資金調達案を設計し、説明の充実さ、

プロジェクトの透明性、信頼性を高めること。さらにプラットフォームは、インターネットのソーシャル性を

積極的に利用し、お互いの共有や転送を促し、ゲーム化などの戦略を通じてプロジェクトの露出度を

増やすべきである。 

 最後に、市民団体、福祉組織のデジタルキャパシティーの向上は、今後の発展の鍵となる。資金調

達の効率アップ、寄附者の管理と関係づくり、資金使用の最適化、SDGs の達成などをより強力に支援

することにつながるだろう。 

 今後は様々なセクターや関係者が協力し、社会福祉、生態系保護の分野における寄附方法をさら

に拡大することで、中国の持続可能な開発目標の実現に向けての取り組みがさらに前進することを期

待する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

95



96 
 

 

 

96



97 
 

 

 

97



98 
 

 

 

98



99 
 

 

 

99



100 
 

 

 

100



101 
 

 

 

101



102 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

102



103 
 

3.2 女性と子どもたちのエンパワーメントにより世界をつなぐ  

   

     唐 文華(Tang Wenhua) 

     陝西省友連婦女児童交流サービスセンター 監事長 

 

 日本、韓国からお越しの皆さま、そしてパートナー

団体の皆さま、おはようございます。私は陝西省友

連婦女児童交流サービスセンターの唐文華と申しま

す。本日は、CANGO（中国国際民間組織協力促進

会）よりこの市民フォーラムでお話しする機会をいた

だき、大変光栄に感じております。 

 今回のテーマである「社会団体の SDGs への参画

を促す」に関連し、私ども陝西省友連センターが女

性と子どもたちのエンパワーメントにおいて取り組ん

でいる活動についてお話しさせていただきます。こ

のような機会をいただけたことに心から感謝申し上げます。 

 ご存じの通り、2015 年 9 月に開催された国連サミットにおいて、SDGs（持続可能な開発目標）が正式に採

択されました。私たち友連センターは、女性と子どもたちを支援する組織として、SDGs を指針の一つに掲

げ、組織のガバナンスや活動計画の中に組み込んでおります。 

 当センターは設立から日が浅く、2020 年 7 月に陝西省の婦人連合会の直属機関として立ち上げられまし

た。この設立に際し、民政庁の支援を受けたことを深く感謝しています。私たちの主な活動は、女性と子ど

もたちへの支援を軸とし、「つなげる」というキーワードを掲げています。この理念に基づき、私たちは以下

のような分野に取り組んでいます。 

 ・女性の起業や雇用支援 

 ・婚活や教育問題への対応 

 ・女性や子どもたちの問題行動に関するサポート 

 ・社会団体の国際展開支援 

 

 さらに、私たちは国際交流におけるメディアの利点を活かし、多様な活動を展開しています。また、陝西

省の女性公益連盟のメンバーとして活動し、CANGO の監視下で理事代理を務めています。加えて、民政

庁から選定された優良クラスの団体として認定を受けております。 

 それでは、当センターの具体的な取り組みについてご紹介させていただきます。 

まず、アメリカの国際プランから信用を得て、4 年間にわたり「陝西青年バックアップ強化」プロジェクトを実

施しました。このプロジェクトでは、これまでに約 1,500 人を対象に支援を行い、そのうち女性が 1,260 人で

全体の 80％を占めています。また、1,200 人が就業を達成し、就業率は 88％という成果を上げました。女性

が直面している就業の難しさを解消するため、生活スキルや職業訓練を提供し、より良い職場に就けるよう

支援しました。この取り組みには、国際プランの事務局が私どもとともに引き続き協力しています。 

 さらに、陝西省の地域イベントとして、500 人以上の女性を対象とした活動を開催しました。私どもが制作

唐文華氏による事例報告 
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した動画が、陝西省の公益活動における 1 等賞を受賞しましたので、ぜひご覧ください。 

 

＜動画再生＞ 

 

 この動画は、8 つのイベントの様子を撮影したもので、コロナ禍の中で撮影されたものです。動画では、中

国に滞在している外国人を訪問し、彼らと一緒に中国のお団子を作ったり、西安の城壁を歩いたりして交

流を深める様子が映し出されています。このような活動は、「友連」（女子の友、Woman Friend）という私たち

の活動の代表的な例です。 

 また、テーマを「より良い暮らし」とした女性のワークショップも実施しています。このワークショップでは、女

性たちがチャリティ活動の分野で非常に大きな成果を上げる機会を提供しています。オンラインとオフライ

ンを活用して共同制作を行う取り組みでは、開始当初から 10 万人以上の参加がありました。私たちは、特

に女性が結婚や出会いに困難を感じている問題に注目し、これをターゲットとしたチャリティ事業を展開し

てきました。この活動は陝西省婦人連合会の協力のもと、女性の権利と地位向上を目指して進められてい

ます。 

 これまでに、50 本以上の婚活イベントを開催し、280 組のカップルが誕生しました。このプログラムは市民

からの参加度が非常に高く、大きな成果を上げています。 

 続いて、私どもの視点から、国際女子・児童デーに実施したイベントについてご紹介します。このイベント

では、私たちの夢を象徴するプロジェクトが国際女子・児童デーで上映されました。中国全国婦連（全国婦

女連合会）がこのイベントを全国的に生中継し、大きな注目を集めました。全国に非常に大きな影響を与え

たものです。それでは、その映像をご覧ください。 

 

＜動画再生＞ 

 

 このプロジェクトでは、中国が開発した最新技術を活用しており、高精度な映像やデータを用いて道に迷

わないようにする仕組みを紹介しました。また、このプログラムは、困難に直面した女性や児童が笑顔を取り

戻せるよう支援する取り組みの一環でもあります。 

 時間の関係上、ここまでのご紹介となりますが、今回のフォーラムに向けて私たちは、女性や児童を支援

する活動内容をまとめたパンフレットを作成しました。このパンフレットはフォーラムの主催者にお渡ししてお

り、外のテーブルに置いてありますので、ぜひお持ち帰りください。また、QR コードも記載されていますので、

携帯でスキャンしていただければ、活動に関する画像や動画をご覧いただけます。 

 私たちは、ジェンダー平等や女子児童の平等をテーマに活動しています。女の子たちが自信を持って技

術を学び、成功を収められるようにと願いながら、さまざまな PR 動画を制作しています。これには、幼児・児

童の段階から性別に対する偏見を取り除くためのショート動画や教育プログラムも含まれています。 

 また、「女性イノベーション・デザイン・コンテスト」という全国規模のイベントも開催しています。このコンテ

ストは、手作業や生活用品などにおいて優れたデザイン作品を募り、女性がその技能を発揮できる場を提

供するものです。審査には専門家も参加し、優秀な作品には表彰が行われます。 

 今年のコンテストでは、国内外から 800 品以上の応募作品が集まりました。イタリアやフランスなどの海外

からの参加もあり、現在までに 39 点の受賞作品が決定しました。このイベントの一環として、受賞作品の展

示や授与式も行われています。 
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 また、陝西省の関連組織から支援を受けて、インターネットを活用したプログラムを実施しました。その一

環として、陝西省の女性たちが深圳に赴いて活動を行い、女性のエンパワーメントを図る取り組みも進めて

います。特に、海外派遣を通じて女性のスキルや経験を高めるプログラムも実施されました。また、設立間

もないプログラムではありますが、陝西省の女性を対象としたキャパシティ・ビルディング（能力構築）トレー

ニングにも力を入れており、女性のスキルアップや国際交流能力の向上に寄与しています。 

 この活動の一つが「陝西省女性イノベーションプラン」です。これは、特に技術開発やスキル不足が課題

となっている分野に焦点を当て、専門家や大学とも連携して、大学生を対象に就職活動の指導を行うプロ

グラムです。この取り組みは大学で高く評価され、学生たちからも多くの支持を得ています。 

 さらに、中国とアフリカの共同プログラムも行っています。このプログラムは、陝西省の組織促進会の指導

のもとで進められたもので、7 月にはアフリカの小学校と共同でプロジェクトを実施しました。例えば、貧しい

地域の子どもたちのために学校の教室を増設する活動がありました。暗い教室で学んでいた子どもたちの

ために教室を 7 つから 9 つに増やし、電気設備を整えることで、より良い学習環境を提供しました。 

 また、ケニアやタンザニアの小学校の児童たちと中国の子どもたちをつなぐオンライン交流プログラムも実

施しました。この活動では、子どもたちが互いに文化を学び合い、中国の漢字で正月を祝う言葉を作るなど、

楽しく有意義な交流が行われました。 

 これらの取り組みは、中国とアフリカの民間フォーラムで評価され、友連センターが手掛けた 3 つのプログ

ラムが「中国アフリカ民間パートナーシップのベストプログラム」に選ばれる成果を上げました。 

 さらに、8 月初旬には、中国国内の民間公益団体の代表者 37 名がケニアとタンザニアを訪問しました。そ

の際、現地の小学校を訪れ、無料の給食を提供する活動を行いました。この写真に写っているのは、地元

の小学校で子どもたちに給食を配る様子です。 

 友連センターはケニアにオフィスを設立し、「サッカーワールドカップ」や芸術祭といった活動も行いました。

これらの活動の一環として、中国・アフリカ民間公益フォーラムをケニアで開催しました。このフォーラムには

ケニア大統領府やユネスコ幹部も参加し、民間市民団体が集まり、女子と児童の権利に関するテーマで議

論を行いました。この取り組みを長期的に継続すべき事業として位置付けています。 

 また、タンザニアでは、現地での活動状況を調査しました。その中で、地域の人々や子どもたちが中国に

友好的な感情を持っていることを確認しました。中国語を話せる子どもたちも多く、中国の市民団体が教師

を育成し、中国語教育を推進するサイクルが形成されている様子が見られました。 

 さらに、毎年 3 月 4 日には、陝西省の大使館・領事館の外交官とともに婦人デーを祝うイベントを開催し

ています。また、ロシアとのバレエを通じた交流も行っており、陝西省青少年バレエ団とロシアのバレエ団が

継続的に公演や交流活動を実施しています。昨年だけでもロシアを 2 回訪問し、さらにロシア側は 4 回陝

西省を訪問しました。これらの公演は非常に人気があります。 

 新たな取り組みとしては、陝西省社会組織のジェンダー平等実践プロジェクトがあります。これは助成金を

通じて支援を行うプログラムで、高い評価を受けています。また、アジア太平洋地域の早期児童発展団体

にも参加し、500 件以上の事例を対象に婦人・児童の課題について話し合いました。この活動を通じ、多く

の知見を得ることができ、今後の早期児童関連事業において貴重な示唆を得る機会となりました。 

 7 月には、中国婦人連合会の団体として、中国・フランス国交樹立記念のイベントに参加しました。現地の

12 の華僑団体と交流を行い、フランスの婦人や児童に関する状況、家庭暴力、男女間の報酬平等などに

ついて学びました。これらの学びは、中国における女子・児童関連の課題解決に向けた貴重な参考となり

ました。 
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 現在進行中のプロジェクトとして、陝西青年就業プログラムがあります。このプログラムは若者の就業支援

を目的とし、次期の実施に向けた調整が進められています。また、ベルギーとの交流プロジェクトも進行中

です。 

 さらに、貧困支援を含む公益チャリティプロジェクトも実施しています。例えば、「セイチュウムウフア」という

地域で、子どもたちの科学教育を支援するロボット教室を設立しました。このプロジェクトには 10 万元を投

資し、オンライン遠隔教育を通じて指導を行っています。この事業は長期的な計画として進められています。 

中国では、田舎に残る女性や児童を支援する事業にも取り組んでいます。陝西省の田舎で暮らす子どもた

ちを支えるために、布団や学習用品などの物資を送り届けました。写真は、児童福祉員を訪問した際のも

ので、現地の状況を把握しながら、具体的なニーズに応える支援を行っています。これまでに、テレビ、布

団、衣服など、総額 6 万元相当の物資を寄附しました。 

 時間の関係で駆け足での紹介となり、不十分な点や誤りがあるかもしれませんが、どうかご容赦ください。

発展を追求することは人類共通の夢であり、持続可能な発展は、私たち全員が取り組むべき課題です。私

たちはまだ力不足ではありますが、皆さんと手を携え、人類のより良い未来を築くために尽力していきたいと

考えています。 

 今回のフォーラムがきっかけとなり、日本や韓国の社会団体とさらに連携を深め、交流を通じて SDGs の

目標を共有し、一緒にさまざまな取り組みを進められることを願っています。本日はありがとうございました。 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 
（司会） 唐さん、ありがとうございました。実践を通じて、ジェンダー平等や女性・児童交流に関する貴重な

経験を共有していただきました。 

続きまして、SDGs ネットワークの新田さんにご登壇いただきます。新田さんは SDGs 実施に関する相談や

研修、講演などの豊富な経験をお持ちです。本日は「SDGs 取り組みに関する NPO 市民活動団体の全国

調査報告書から」というテーマでお話しいただきます。新田さんにはオンラインでご参加いただいておりま

す。それでは、よろしくお願いします。 
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資 料 

2024 年 10 月 

女性と子どもたちのエンパワーメントにより世界をつなぐ 

陝西省友連婦女児童交流サービスセンター 監事長 唐文華 

 

 陝西友連婦女児童交流サービスセンターは、陝西省民政部の認可を受け、女友メディア・グループ

により 2020 年 7 月に設立した社会組織で、陝西省婦女連合会の管轄下にある。女性と子供へ支援活

動に重点を置き、「連」という言葉の役割と文化・メディア資源の優位性を十分に発揮し、国際文化交

流、女性の起業・就職の支援、婚活の支援、子供の科学技術教育と文化交流、社会組織の「海外進

出」支援などを行っている。 

 近年、女性や子どもたちを支援する重要な社会組織として、センターは「一帯一路」イニシアティブと

SDGs に焦点を当てている。陝西省婦女連合会の指導下で、センターは女性と子どもたちのニーズを

重視し、専門的かつ効率的なサービスを提供し、満足感、幸福感、安心感を高めることにフォーカスし

ている。組織計画、内部ガバナンス、事業開発、プロジェクト実施の過程において、常に SDGs を活動

の重要な方向性とし、貧困撲滅、ジェンダー平等、ディーセント・ワーク、社会的平等、質の高い教育

の分野において積極的に取り組んでいる。他の市民社会組織や社会各界と手を携えて、2030 年まで

に SDGs 実現、人類運命共同体の構築に向けて貢献していく。 
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33..33    SSDDGGss 取取組組にに関関すするる NNPPOO 市市民民活活動動団団体体のの全全国国調調査査報報告告書書かからら  

 

        新田 英理子(Eriko Nitta) 

        一般社団法人 SDGs 市民社会ネットワーク事務局長 

 

皆様、こんにちは。私は一般社団法人 SDGs 市

民社会ネットワークの事務局長をしておりま

す、新田と申します。それでは、皆様と画面を共

有して、私の発表を行いたいと思います。 

突然の質問で恐縮ですが、日本でもよくこういっ

た質問を受けますが、皆様は SDGs の推進にお

いて障害があるとすれば、最大の障害は何だとお

考えでしょうか。 

まず第一に、進展状況についての理解が不足し

ているということ、もう一つはグローバルな問題に

ついての認識が、日本においても距離感があると

いうことです。 

また、SDGs（持続可能な開発目標）がただのトレンドであると見なされることもあります。多くの人がそ

の表面的な側面にとどまり、意義あるものを残せていないと感じているようです。SDGs の達成期限は

2030 年であり、あと 6 年残っています。資料の SDGs ウェディングケーキの写真は、私たちの団体が、

SDGs 採択 5 周年イベントで、栄養専門学校の学生の皆様と共に、ビーガンで作成したものです。達

成に向けてまだまだやることがたくさんあるのだという危機感を共有するためのパフォーマンスも実施し

ました。 

自己紹介は資料に掲載されていますので、団体の紹介を簡潔にいたします。私たち一般社団法人

SDGs 市民社会ネットワークは、SDGs の達成を「だれひとり取り残さない」という SDGs の理念に則り、

140 程の団体とネットワークを組んで、政府や民間企業とともに、SDGs の達成を目指している団体で

す。先ほど講演された環境サミットに参加したメンバーの方や、MDGｓの活動をされてきた方、日本国

内で市民活動を支援している地域団体などと共に、SDGs の実現に向けた民間社会ネットワークを作

っています。この写真で見られるのは、国連事務総長のグテーレス氏と会談した際に日本で撮影され

たものです。当時、グテーレス事務総長と政策提言について話し合いました。 

皆様のお手元には資料がありませんが、これは本日追加したページです。日本の SDGs の仕組みと

して、皆様は中央部分を見ることができます。日本政府は SDGs に向けて「SDGs 実施本部」を設立し

ました。 

日本国内では、企業や民間組織と連携して、年に２回、SDGs とその達成に向けて何をすべきかを議

論する会議が行われています。この図は、私たちの団体の組織図です。民間市民社会は非常に広範

な範囲であり、政府、団体、そして市民一人一人がこの団体の一員です。環境、若者問題、性別平等

問題、より良い社会の創造など、合計 11 のテーマについて活動しています。私たちは一緒に協力し、

ネットワークとして活動しています。 

そのほか、G7 の会合においても、SDGs からの政策提言を行っています。昨年 2023 年は日本が議

新田英理子氏による事例報告 
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長国となり、首脳会合は、広島で開催されました。その際、私たちも SDGs の推進を皆様に呼びかける

活動を行いました。その目的のために、SDGs の折り鶴を私たちの声として届ける活動を行いました。

G7 の政府に対して、世界 70 か国の市民社会メンバーと共に政策提言を行い、日本の地域のメンバ

ーは、折り鶴を折って私たちの願いを表現するパフォーマンスも実施しました。 

本日、皆様に紹介するのは、市民活動団体の SDGs に対するに認識と推進状況に関する調査報告

です。日本のメディアでは、日本の国民の90%以上が持続可能な開発目標（以下、SDGs）という言葉を

知っているという調査結果が出ています。日本では、小学校・中学校の義務教育の中で SDGs を教え、

企業も SDGs を広く認識しており、新聞やテレビ、多くの人がメディアを通じて、SDGs の存在は知って

います。しかしながら、市民活動団体がどのように SDGs を認識しどのような活動を行っているかという

調査はこれまで日本社会にはそんざいしていなかったため、助成金を得て、2023 年に調査をしました。

本日ご紹介するのはその調査結果です。 

全体で 2000 件の回答を得て、１県をのぞくすべての都道府県に所在する市民活動団体から、1181

件の有効回答を得て、報告書にまとめました。２４団体にはインタビューも行っています。申し訳ござい

ませんが、報告書は日本語のみです。ただし、今後さらに機会があれば、英語版の報告書の作成も検

討したいと考えています。 

日本でアンケートに回答していただいた市民社会団体（日本では市民活動団体もしくは NPO と呼ん

でいますが、ここでは、市民社会団体と記載します。）は、2000 年代以降に設立されており（全体の

70％）、20 年以上の歴史を持ち、法人格を有している団体も 32.5％回答しています。年間予算が 50

万円以下と回答をした団体が全体の 27.3％を占めており、ボランティアで社会団体を行っている地域

の団体の声が拾えているのは貴重な結果だと思っています。日本の市民社会団体の現状は、人口分

布と同じように人口の密集している東京などの大都市圏に多くあります。また、活動範囲は、特定の地

域内で限定的に活動している団体が多く回答したことも貴重な結果となっています。少数ではあります

が、国外の機関と協力して活動を行っている団体もアンケートに返答しています。 

これらの日本の市民社会団体は、SDGs に関連する活動をどのような分野で行っているのでしょうか。

その多くは子どもに関連する活動を行っており、次いで地域住民、高齢者向けの活動が多いです。ま

た、SDGs のゴール３「すべての人に健康と福祉を」やゴール１１「住み続けられるまちづくりを」に関す

る活動を行う団体が多いという結果になっています。 

さらに、多くの団体は、情報共有を通じて活動を進めています。たとえば、地域の貧困問題やフード

バンクの設立、企業との連携による食品の提供など、具体的な活動に取り組んでいる団体が多く見受

けられます。 

先ほど中国の同僚の方も共有してくださったように、日本においても持続可能な開発目標（SDGs）の

推進は行政機関との連携を通じて行われています。これらの団体の協力先を見てみると、行政機関を

パートナーとしている団体が多く、地域団体や他の NPO 団体、企業とも協力する割合が高いことがわ

かります。 

次のページをご覧ください。それでは、これらの団体がどのように政府と協力しているのかを見ていき

ましょう。まず一部の団体は、政府から業務を受託しているケースが多く、その割合は 22％です。次に、

自らの活動を行うために政府に助成金を申請する団体が 20％を占めています。 

次の事例については省略いたしますが、日本の市民社会団体が SDGs を自身の活動に取り入れて

いるかどうかという点について見ていきましょう。その中で半数以上が目標を既に取り入れており、28％
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はまだ取り組んでいないという回答でした。また、約 8％の団体が今後取り入れることを検討している段

階です。地方の団体でも SDGs に関連する活動を行っていることが見て取れます。 

彼らの活動内容を詳しく調べてみると、持続可能な開発目標に関連する企画や活動を行っているこ

とが多く、特に企業との連携活動が目立ちます。また、持続可能な開発目標と他の NPO 団体が連携

していることもわかります。たとえば、障害者支援団体や子供の福祉に関する団体などと協力しながら

活動を進めています。 

なぜこれらの団体が SDGs を取り入れた活動を開始したのかというと、多くの団体は SDGs の理念に

共感をしており、自分たちの団体のミッションとも共通していると考えています。また、行政や市民社会

が共通の言語として SDGs を使うことで、活動がより効果的に進められると感じているためです。しかし、

課題も残っており、SDGs の取り組みが表面的に留まってしまうという声も聞かれます。多くの国民は

SDGs という言葉を知っていますが、本当にジェンダー平等が実現できるのか、2030 年までに貧困を

撲滅できるのかについて疑問を抱いている方や団体も多くいます。 

最後に、市民団体が SDGs に向けてどのように活動をより積極的に進めるべきかについて考えましょ

う。SDGs の中には、グローバルな目標が多く含まれていますが、それらをさらに地域ごとに細分化し、

理解を深めることが必要です。グローバルな問題はもちろん重要ですが、地域レベルでの活動も非常

に大切です。このようにして、SDGs が遠い世界のことではなく、自分自身に関わりのある問題であると

感じてもらうように、目標も地域レベルにまで分解することが重要です。 

日本では SDGs に関連する賞が多数設けられています。賞は、何が SDGs の具体的なアクションなの

か、お手本になります。私自身はいくつかその審査員を行っており、審査基準の中に、市民社会団体

の視点、誰一人取り残さないという視点、社会・経済・環境は不可分だという視点、を大切にしていま

す。そのような賞を通じて SDGs への理解と関心をさらに深めていけるよう、引き続き取り組んでまいり

ます。 

私たちは、市民社会の力を結集し、SDGs の達成に向けた取り組みをさらに加速させる必要があると

考えています。市民社会団体は、地域の声を集め、それを政策に反映させる重要な役割を担っていま

す。課題の当事者は声を上げにくい存在です。その課題に気づき、当事者の代弁者として、地域社会

のニーズに基づいた活動を行うことで、住民一人一人が SDGs の実現に向けたプロセスに参加しやす

くなります。 

また、企業との連携を強化することも、SDGs の推進に不可欠です。企業は、経済的な側面から持続

可能な社会を支えるだけでなく、技術やノウハウの提供を通じて、市民社会の活動をより効果的に支

援することができます。このように、市民社会団体と企業、政府の三者が協力することで、SDGs の目標

達成に向けた活動が一層強化されます。 

若者や子どもたちへの教育が重要なことは否定のしようがありませんが、実は、現役世代、高齢者が

SDGs をより深く理解することも大切です。次世代に向けて持続可能な社会を築くためには、現役世代、

高齢世代が、次世代のための SDGs 達成の重要性をりかいし、若者の主体の場を邪魔しないことが重

要です。 

また、SDGs を単なる目標で終わらせるのではなく、具体的なアクションへとつなげることが重要です。

そのためには、地道な情報発信と市民への呼びかけが欠かせません。市民社会団体としては、定期

的にワークショップや勉強会を開催し、市民が自分たちの生活の中で SDGs にどのように関わることが

できるかを具体的に学ぶ場を提供しています。 
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これまでの活動を通じて、SDGs を現実的に進めるための課題や可能性を多く見出してきました。そ

の一方で、課題としては、リソースの不足や協力体制の不十分さなど、まだ多くの壁が存在します。こ

れらの課題に取り組み、より強固な市民社会ネットワークを築くことが今後の重要な課題です。 

最後になりますが、私たちの活動は、日本国内だけにとどまらず、世界とのつながりを意識した活動

であることを強調したいと思います。SDGs はグローバルな取り組みであり、各国や地域が連携して取り

組むべき共通の課題です。日本の市民社会が持続可能な社会の実現に向けてどのように寄与できる

かを今後も追求し、より良い未来を築くために皆様と共に歩んでいきたいと思います。 

ご清聴ありがとうございました。今後ともどうぞよろしくお願い申し上げます。 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 
（司会）新田さんの素晴らしい共有ありがとうございました。この報告を通じまして、日本の民間社会団

体は、SDGs での推進の状況がよく理解できました。 

 続きましては、緑の地球ネットワーク・高見さんをお迎えして、「黄土高原における緑化協力」につい

て話していただきたいと思います。よろしくお願いします。 
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資 料 

SDGs 取組に関する NPO 市民活動団体の全国調査報告書から 

 

       

      一般社団法人 SDGs 市民社会ネットワーク 

理事・事務局長 新田英理子 

 

〔発表要旨〕 

 日本の市民活動団体（NPO・NGO・法人格のないボランティア団体、社会福祉法人の一部、町内会

等の地縁組織、企業が主体となっている地域貢献組織、労働組合を含む）に、焦点を当て、SDGs へ

の認識を全国に向けて調査を民間団体が行った初めての調査。調査は、発表団体である SDGs 市民

社会ネットワークにとっては、一過程であるが、大変意義深かった。 

 SDGs 達成には、ありとあらゆる社会、組織、個人がかかわっていかなければならないが、市民社会

組織の SDGs への関与の実態がそもそもどのようになっているのか、一般社会と共通言語となる「見解」

が重要となる。 

 調査結果からわかったことは、SDGs の意義や意味は理解しているが、取り組みは表面的になってい

るのではないか？と考えている市民活動団体が半数を占めているという実態だ。 

 強力な SDGs 推進母体としての行政府や企業は、市民活動団体を連携先として認識するのみなら

ず、市民活動団体自身の発展と成長を促進することで、SDGs 達成がさらに加速されるという仮説の元、

現在もプロジェクトを進行している。 

 今回は、調査報告書の内容を紹介することによって、全体のテーマとなっている、市民社会組織の

SDGs への関与促進について、議論を進めたい 
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33..44  黄黄土土高高原原ににおおけけるる緑緑化化協協力力  

 

     高見 邦夫(Takami Kunio) 

     認定特定非営利活動法人緑の地球ネットワーク副代表 

 

 私たち緑の地球ネットワークは、1992 年に中国

山西省大同市で緑化協力を開始しました。活動

の基本理念は、「環境に国境はない」「地球環境

のために国境を越える民衆の協力」です。 

 この理念のもとで 25 年間にわたり大同市で活動

を続け、2017 年からは河北省張家口市蔚県に拠

点を移して緑化活動を継続しています。活動を始

めた当時は、まだ SDGs という枠組みは存在して

いませんでしたが、振り返ってみると、私たちの取

り組みは SDGs の多くの目標と合致していることに

気づきます。 

 中国の中緯度地方には砂漠化が進行する地域や乾燥地帯が広がっています。その一部を占める黄

土高原は、52 万平方キロメートルもの広さを持ち、日本の国土の約 1.4 倍に相当します。私たちの活

動の舞台は、この黄土高原の東北端に位置しています。 

 この地域には、かつてこんなことわざがありました。「山は近くにあるけれど、煮炊きに使う柴はなし。

十の年を重ねれば、九年は旱で一年は大水…」。たった 16 文字の漢字に、この地域の自然環境と

人々の暮らしが凝縮されています。30 年以上通い続けてきた私にとっても、この言葉は実感そのもの

です。 

 とはいえ、近年では緑化が進み、山々が緑で覆われるようになり、風景は大きく変わりつつあります。

私たちが活動を始めた頃、山には木がほとんどなく、草もまばらで、黄土丘陵や山の上まで畑が耕さ

れていました。そのため、農村の住居は黄土を練り固めて作る「窰洞（やおどう）」と呼ばれる伝統的な

土造りの家が多く見られました。山も畑も村も、見渡す限り一面が黄土色、まさに「黄色い大地」そのも

のでした。 

 特に 1990 年代、西暦の奇数年は降雨量が少なく、農作物にとって厳しい年が続きました。その中で

も、1999 年は「建国以来の大旱魃」と呼ばれるほど深刻な旱魃が発生しました。この年のトウモロコシ

は穂が出ていましたが、花粉が形成されず、収穫はほとんど望めませんでした。 

 2001 年はさらに深刻な状況で、「100 年に 1 度の大旱魃」と呼ばれました。灌漑ができない高所の村

では、種を蒔くことを諦めて出稼ぎに出る人が増えました。乾燥に強い草や灌木でさえ枯れ、夏になっ

ても茶色いままの山が広がっていました。 

 一方で、「大水」という問題もあります。典型的な年は 1995 年でした。この年、春は旱魃に見舞われま

したが、8 月から雨が降り始め、10 月まで降り続きました。この長雨で、土造りの窰洞（やおどう）の屋根

や壁が雨水を吸収し、次々に倒壊しました。大同市では 6 万世帯、24 万人が被災したと言われていま

す。 

高見邦夫氏による事例報告 
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 雨は降れば降ったで問題を引き起こします。夏の雨は局所的に集中豪雨となり、私自身も 1 時間で

70mm の雨を何度か経験しました。植生が乏しい土地では、雨が直接地面を叩き、畑の表土や山の土

を浸食します。これにより、浸食谷ができ、雨水はその谷に流れ込んでしまい、土地に留まることがあり

ません。中国ではこれを「水土流失」と呼びます。このような状況が繰り返されると、土地は劣化し、砂

漠化が進行します。 

 この問題を防ぐために、丘陵や山にグリーンベルトを作る活動を行いました。乾燥地や痩せ地でも育

つマツを中心に植えました。例えば、1999 年から開始した采涼山プロジェクトでは、6 年間で 280ha の

土地に 92 万本の苗木を植えました。苗木は 10～15cm ほどの小さなもので、日本から来た人たちは

「こんな頼りない苗が育つのか」と不安を感じていました。しかし、これが活着率もコストパフォーマンス

も良い方法だったのです。苗 1 本のコストは 0.05 元、労賃は 8 元程度でした。 

 地元の技術者と日本の専門家が協力して育苗や植栽技術を改善し、結果的に成功を収めました。

右上の写真は 4 年後の様子で、この時点では成長が遅いように見えますが、その後は 1 年で 30～

40cm も伸びるようになりました。左下の写真は 25 年後の現在の姿で、樹高が 10m を超え、「水土流

失」を防ぎ、風砂の軽減にも役立っています。 

 また、同じ場所で撮った写真では、以前は雨が削った浸食谷が広がっていましたが、1993 年に植え

たマツがその谷を覆い尽くしています。遠景に見える水面は、桑干河をせき止める冊田ダムで、これは

北京の水源でもあります。写真を撮影していたところ、「護林員」の腕章を付けた男性がバイクで通りか

かり、「このマツは日本人が植えたんだ」と誇らしげに話してくれました。その記憶が受け継がれている

ことに感動しました。 

 私は中国語が話せませんが、1992 年から 3 年間、秋の間に 2 か月余りをかけて農村を訪ね歩きまし

た。県の招待所、郷政府の事務室や農家にも泊めてもらいました。子どもたちと親しくなると、道案内を

してくれることもありました。私は鳥取県の貧しい農家に生まれ育ちましたので、中国の農村の子どもた

ちを見ると、どこか自分と重なり、とても気になります。 

 最南部の霊丘県の農村を訪れたとき、私は驚きを隠せませんでした。そこには小学校がありましたが、

窓は障子紙で穴だらけ。たった 1 つの教室に 1 人の先生がいて、1 年生から 3 年生までが一緒に勉

強していました。4 年生以上は隣村の学校に通うとのことでしたが、学校に通えない失学児童も見かけ

ました。この状況で「地球環境のために木を植えましょう」と言っても、空論にしかなりません。でも、知

ったからには何かできることがないかと考えました。そのときに思いついたのが「小学校付属果樹園」の

アイデアです。 

 これは単なる校庭の片隅に果樹を植えるものではありません。少なくとも 8ha 程度の広さに数千本の

アンズなどを植えます。得られた収益の 7～8 割は管理を担当する農家に、残りは学校に集め、失学

児童の就学支援や教育関連の資金に使います。SDGs の目標の一つである教育の充実を具現化する

取り組みの一環として、非常に意義があると感じています。 

 子どもたちも自分たちの果樹園の作業に参加します。その様子は微笑ましく、日本からの参加者にも

好評でした。家族や友人を誘って参加する人が増え、ボランティアツアーが充実しました。これまでに

延べ約 4,000 人が参加し、最多の方は 22 回、10 回以上訪れた方も 10 人を超えています。 

 この取り組みは、歴史的背景からも特別な意義を持っています。大同は日中戦争で大きな犠牲を払

った地域であり、住民の対日感情は必ずしも良いとは言えませんでした。そのため、初期の活動では

苦労もありましたが、共に汗を流すことで感情の壁を乗り越えることができました。2011 年の東日本大
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震災の際には、農村の人々が義援金を託してくれるまでになりました。 

 もちろん、多くの果樹を植えた経験がないため、何万本ものアンズが枯れる大失敗も経験しました。

しかし、成功例が出ると、その経験を他の村に広め、成功の輪を広げることができました。アンズは旱

魃に強く、他の作物が全滅するような年でも収入をもたらしてくれます。この安定収入のおかげで、以

前は小学校を卒業させるのが精一杯だった村でも、毎年大学生を送り出すようになりました。 

 日本の専門家たちの積極的な参加もあり、科学的・技術的な視点を重視しました。例えば、霊丘県

の技術者に依頼して植生調査を行ったところ、河北省との境界近くの山で自然林が発見されました。

その近くの村では、マツを植え、その下枝を燃料として使うことで、人々が山の上まで通う必要がなくな

り、自然の力で森林が再生しました。谷底のように人が近づきにくい場所には、一抱え以上の太さの樹

木が育ち、見事な森林が復活しています。 

 そこからそれほど遠くない場所にある 86ha の荒れ山の使用権を確保しました。この場所を「南天門

自然植物園」と名付け、1999 年 4 月に起工式を行いました。式典後には地元の人々と日本からのボラ

ンティアが一緒になってマツの苗を植えました。本当はさまざまな種類の樹木を植えたかったのですが、

当時手に入る苗木はマツしかありませんでした。 

 この荒れ山には、木がほとんどなく、生えている草や灌木も、毒を持つものや刺のある植物が目立っ

ていました。原因の一つは、近隣の村の人々が燃料として柴刈りを行い、またヒツジやヤギの放牧を続

けていたためです。この状況を改善するため、柴刈りや放牧を行わないよう近隣の村と協定を結び、

植生の保護に取り組みました。 

 一方で、最初は近くの自然林から種子を集めて苗木を育て、敷地内に植えていきました。その後、範

囲を広げて他の省からも種子を集め、植物の種類を増やしました。スタッフは近隣の農村の人々で、

植物好きで勉強熱心な方々が集まっていました。手に入れた未知の種子については、スタッフがそれ

ぞれ異なる方法で育て方を試し、1 年でさまざまな栽培法が試されました。 

 敷地内に生えている植物の標本を作り、中国の植物図鑑「中国高等植物」を参考にして名前を調べ

ました。名前が分かると植物への親しみが増し、スタッフたちはさらに熱心に取り組むようになりました。

小さな管理棟を建て、スタッフはそこに寝泊まりしながら植生の保護に努めました。 

 植生の回復は、予想以上に速く進みました。乾燥地の植物の強さに驚かされます。北向きの日陰斜

面（陰坡）では、ナラ、シナノキ、カバノキなどの落葉広葉樹が再生し、現在では樹高 15m を超えるま

でに成長しています。柴刈りで地上部は何度も切られていましたが、根株が残っていたため、再生が

速かったのです。 

 一方、南向きの日向斜面（陽坡）は乾燥が激しく、雨で土が流され、岩盤がむき出しになっていまし

た。この悪循環により植物が育ちにくい状況でしたが、保護を続けるうちに草や灌木が増え、土壌も形

成されていきました。意外なことに、植物種の多様性は日向斜面の方が高く、86ha 全体では 82 科 523

種もの植物が確認されるまでになりました。 

 このような植物多様性を持つ場所は、中国北方では非常に珍しく、中国の専門家からも高い評価を

受けています。 

 これまでに、大同市と河北省蔚県で地元の方々と協力し、総面積 6,000ha、植樹本数 1,900 万本余

りの植林活動を行ってきました。このような大規模な事業が、小さな NGO である私たちに可能だったの

は、地元に優秀なカウンターパートを得られたからです。国際協力の成否は、カウンターパートとの信

頼関係にかかっています。これは大同市での初期のカウンターパートたちです。当時はみんな若かっ
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たですが、現在では多くの方が定年を迎えています。この活動の成功は、SDGs で定められている「パ

ートナーシップによる目標達成」の好例だと考えています。 

 2017 年からは活動の場を河北省張家口市蔚県に移しました。ここでは蔚県志願者協会のボランティ

アも活動に加わり、コロナ禍で私たちが現地に行けない間も、彼らの協力によって事業が力強く進めら

れました。 

 蔚県では、壺流河国家湿地公園の一角に「蔚県郷土樹木園」を設立しました。この樹木園では、県

内に自生する樹種を集め、訪れる人々が自然に親しめる場を提供しています。また、湿地公園の大き

な目的の一つが野鳥、特に渡り鳥の保護であることから、私たちも野鳥の調査や保護活動に協力して

います。2024 年の春には、タンチョウヅルの親子が訪れるまでになりました。 

 最後に、この 3 冊の本をご覧ください。表紙のデザインはバラバラですが、中身は同じ内容で、20 年

前に出版されたものです。これまでの植林活動をまとめたものです。 

 本日はご静聴ありがとうございました。国境を越えた協力によって植えた木々は、これからも成長し続

けます。そして、このフォーラムを通じて、協力関係がさらに強化され、さまざまな問題解決に向けて大

きく前進することを心より願っています。私の発表は以上です。ありがとうございました。 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 
（司会） 高見先生、本当にありがとうございました。黄土高原での木を植える実践について、素晴らし

いお話を聞かせていただき、心より感謝申し上げます。 

それでは続いて、韓国のラビングハンズ代表であり創設者、さらに CEO でもある朴炫泓（パク・ヒョンホ

ン）様にご登壇いただきます。朴様には、ラビングハンズの取り組みやご自身の経験についてお話し

いただきます。それでは朴様、よろしくお願いいたします。 
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資 料 

 

黄土高原における緑化協力（要旨） 

 

高 見 邦 雄 

認定 NPO 法人緑の地球ネットワーク副代表 

 

緑の地球ネットワークが中国山西省大同市の農村で緑化協力を開始したのは 1992 年だったので、

SDGs はまだ存在しなかった。これまでに実現してきたことを振り返ると、SDGs の項目に合致すること

が多いことに気づく。 

2017 年からは東隣りの河北省張家口市蔚県に場所を移して継続している。地元の人たちとの協

力で両所で実施した植林は 6000ha、1900 万本にのぼる。小さな NGO にこれだけのことができたの

は強固なカウンターパートが存在し、優秀なスタッフが存在したからである。国際協力の成否はお互

いの信頼関係にかかっていると、心底から実感している。私たちの成功は複合的なパートナーシップ

によって実現された。 

山に木はなく草もまばら 

大同の農村の民謡「高山高」の一節。「靠着山呀，没柴焼．十个年頭，九年旱一年澇…」（山は近

くにあるけれど、煮炊きに使う柴はなし。十の年を重ねれば、九年は旱で一年は大水…）。漢字はす

ごい！たった 16 文字でこれだけの内容を歌い込む。30 年余り現地に通った私の実感でもある。た

だし、いまでは大きく緑化が進み、風景は一変している。 

黄土高原東北端の大同の年間降水量は 400 ㎜ほどで、降り方に問題が 2 つある。1 つは季節的

な偏りが大きいことで、6 月半ばからの 3 か月に 3 分の 2 以上が集中し、ときに局所集中的な豪雨と

なる。植生の乏しいところにそのような雨が降ると、畑や山の表土が流され、雨水もとどまることがな

い。中国では「水土流失」と呼ぶ。それが繰り返されると土地が劣化し、作物や植物が育たなくなる。

黄土高原では雨が砂漠化を加速している。他方で植物が芽生え育つ春の雨が少ない。春の雨の貴

重なこと油の如しといって、雨を待ち望むが雨は降らない。 

もう 1 つは年ごとの変動が大きいことで、少ない年は 200～250 ㎜に落ち込み、厳しい旱魃とな

る。「大水」の典型が 1995 年で、8 月から 10 月まで降りつづき、土づくりの窰洞の屋根や壁に雨水

が浸透し、つぎつぎに倒壊した。この年の降水量は 650mm になった。 

防護林を建設しマツを植える 

緑化の最大の目的は水土流失の防止である。黄土丘陵と山の中腹にグリーンベルトをつくること

にし、乾燥と痩せ地に強いマツを植えた。隣どうしで枝葉が重なるようになると、雨は大地をたたくこと

がなくなり、水土流失が軽減される。風砂の軽減にも役立ち、将来的には用材として経済効果も期待

される。植えたのは主にアブラマツ（油松）とモンゴリマツ（樟子松）で、初期には地上部が 10～15 ㎝

の裸根苗を植えた。1 本が 0.05 元ほど、日当も 8～10 元ほどで、1ha に 3300 本を植えて、1500 元

（2 万円）ほどだった。 

初期の生育はゆるやかだが、5 年後くらいから生育が速まり、1 年に 30～40cm も伸びる。最初の

ころに植えたマツは樹高 15m 以上に育ち、水土流失や風砂の防止に役立つとともに、その下枝が

農村の生活燃料として役立っている。 
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小学校に付属果樹園を建設し教育支援 

黄土丘陵や山間の農村は 1990 年代にはいまでは想像できないくらい貧しかった。ある村の小学

校を訪れると、1 年生から 3 年生までが 1 人の先生、1 つの教室で勉強しており、4 年生以上は別の

村の学校に通うが、失学する子も少なくなかった。 

私たちにできる協力はないかと考えて、思いついたのが小学校付属果樹園を建設し、教育支援に

役立てることだった。収入を得られるようになったら、7～8 割を管理した農家の取り分、残りを学校に

集めて失学児童の就学保障をはじめ教育支援に役立ててもらう。 

自分たちの果樹園だから、子供たちも植樹作業に参加する。それが愛らしくて、日本からボランテ

ィアツアーに参加する人たちに好評だった。家族や友人を誘ってまた参加する人が増え、充実して

きた。これまでに現地を訪れた人は延べ 4000 人近くになり、もっとも多い人は 22 回、10 回以上の参

加者も 10 人を超えた。 

ともに汗を流すのがよかった。大同は日中戦争で大きな被害を受けており、住民の対日感情がよく

なく、最初のころはそのために失敗することもあった。ところがいっしょに汗を流すと、お互いの感情

が深まり、作業の現場に向かうときと帰るときでは表情がまったくちがうほどである。やがて農家にホ

ームステイするようになった。2011 年の東日本大震災・大津波に際しては、被災者への義援金が集

められるまでになったのである。 

果樹栽培の経験のない村ばかりで、手ひどい失敗もあったが、成功する村がでてくると、その経験

を交流することで成功例があいついだ。根を土中深く伸ばすアンズは旱魃に強く、アワ・キビ・ジャガ

イモ・トウモロコシなどが収穫できない年にも収入をもたらし、生活の安定に役立った。小学校の卒業

さえ容易でなかったのに、アンズのおかげで毎年大学生を送り出すようになった村もある。教育の充

実は SDGs でも重要な項目である。 

多様性を備え持続可能な森林の再生 

日本の専門家の積極的な参加と協力をえて、技術改善と人材育成に取り組み、そのための拠点

を建設した。一例が自然植物園である。その候補地探しと植生調査を地元の技術者に依頼すると、

彼らは河北省との境界に近い太行山中で自然林をみつけてきた。麓の村がマツの植林をし、その下

枝が燃料として役立つと、山奥まで柴刈りに通う人がいなくなり、ナラ、シナノキ、カバノキなど落葉広

葉樹を主体とする森林が再生したのである。 

遠くないところに 86ha の荒れ山の使用権を確保し、1999 年 4 月に南天門自然植物園の起工に

踏み切った。最初に始まったのは、山の上の日陰斜面（陰坡）での森林再生である。長くつづいた柴

刈りで、地上部はなくなっていても、根株は残っており、そこからの回復なので多くの時間は必要な

かった。その一方、近くの自然林に始まり、やがて他の省まで足を伸ばして樹木の種を集め、苗を育

てて、敷地内に植え広げた。 

南向きの日向斜面（陽坡）は乾燥のために植物が育ちにくく、雨による土壌浸食で岩盤がむき出し

になっている。悪循環で植生の回復は遅れた。それでも保護を続けると、草や灌木が繁りはじめ、土

もできてくる。そして植物種はこの日向斜面のほうが多く、敷地内で確認された 82 科 523 種の大半

がこちらのものである。中国の北方でこれほど多くの樹種がまとまってあるのはほかにないと、中国の

専門家の評価も高い。  
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3.5 持続可能なボランティアとメンタリング 

 

          朴 炫泓(Park Hyunhong) 

      ラビンハンズ代表 

 

 皆さん、こんにちは。私は韓国を代表し、持続可

能なボランティア活動とメンタリングというテーマに

ついてお話しいたします。私はメンタリングを専門

とする NGO、ラビングハンズ（Lovinghands）の代

表を務めており、設立から 18 年が経過しました。

このような場でお話しする機会をいただけたこと、

大変嬉しく思います。 

 SDGs（持続可能な開発目標）については皆さん

ご存じの通りですが、私の視点では、西安という街

は SDGs に最も適した場所の一つではないかと思

います。歴史的遺産や文化交流の跡が多く残り、持続可能性を象徴する要素が感じられるからです。

とはいえ、SDGs の重要性や価値を伝えるには、言葉を超えた説明が必要です。私の場合、韓国語し

か話せませんので、日本語や中国語で伝えることの大切さを痛感しています。 

 ボランティア活動の注目度が高まっていることは喜ばしいことですが、その重要性や持続可能性に

ついてはまだ課題があります。特に、ボランティア活動や寄附を活性化するための企業や団体の情報

が十分でない場合、活動が短期的なものに終わりがちです。持続可能なボランティア活動を実現する

には何が必要なのでしょうか。 

 メンタリング、すなわち指導や助言を行うサービスでは、関係性が非常に重要です。しかし、多くの場

合、メンタリングの期間は 3 か月から 11 か月と短期間であり、それが成功を妨げる要因になっていま

す。私たちラビングハンズでは、一般的なアプローチとは異なり、4 年から 11 年という長期的なスパン

でメンタリングを行っています。この活動を続けて 18 年目になりますが、こうした取り組みが皆さんの参

考になれば幸いです。 

 持続可能なメンタリングの鍵は、メンター（指導者）とメンティー（指導を受ける人）の関係性にあります。

相手を尊重し合うことで、初めて良い成果が生まれます。一方的な関係では継続が難しくなります。で

すから、多くの人に恩恵を与えることを目指すのではなく、一人ひとりにプラスになることを大切にしよう

と考えています。 

 具体的には、相手を「受益者」として見るのではなく、お互いに助け合う関係を築くことを重視してい

ます。メンティーを一方的に助ける存在ではなく、友人として接し、相互に尊敬し合うことを基本として

います。このようなアプローチを通じて、長期的なメンタリング活動を実現してきました。 

  これまで、寄附を募る際には、支援対象者を「かわいそう」と感じさせるような形で訴えることが一般

的でした。しかし、私たちラビングハンズは、そのようなアプローチをやめようというモットーを掲げてい

ます。支援対象者をかわいそうな存在としてではなく、友だちとして自然に近づき、友だちと一緒にで

朴炫泓氏による事例報告 
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きることをする。そうすることで、長く続く関係を築くことができるのです。 

 ここで、ラビングハンズと 11 年間にわたり図書館でメンター活動を続けている韓国の有名なタレント、

キム・チソンさんの映像をご覧いただきます。彼女の話を少し聞いてみましょう。 

 

＜動画再生＞ 

 

 キム・チソンさんは、忙しい日々の中でも、11 年間にわたって子どもたちのためにボランティア活動を

続けています。ただ単に寄附をするだけではなく、ラビングハンズという NGO とともに、1 対 1 のメンタ

ーとメンティーの関係を築き、子どもたちに寄り添う活動を行っています。 

 彼女が話しているように、親が子どもに言うことは、小言のようにしか聞こえないことがあります。しかし、

尊敬する大人、親以外の他の大人からのアドバイスであれば、子どもたちは耳を傾けることができるの

です。キムさんは、4 年生から高校卒業までの長期にわたり、子どもたちと 1 対 1 の関係を築き、アドバ

イスや相談相手となることで、子どもたちの成長を支えています。 

 また、彼女の活動の一つとして、図書館での取り組みがあります。図書館に遊びのスペースがないた

め、月に 1 回「キム・チソンと遊ぶ日」を設け、子どもたちに本を読んであげたり、一緒に遊んだりしてい

ます。このような活動を通じて、子どもたちが大人と心を通わせる機会を提供しています。 

 親の愛情が希薄だと感じる子どもも少なくありません。そんな子どもたちにとって、話しかけてくれる優

しい大人が一人でもいることは、大きな助けになります。そのような大人が優しい言葉を掛けてくれるだ

けで、子どもたちの心に安心感が生まれます。キムさん自身も、親が話してもなかなか聞かないことが

多いと感じているようですが、他の大人が話すことで、子どもたちはより心を開きやすくなるのだと語っ

ています。 

 

＜動画終了＞ 

 

 「大人の友だち」という言葉がポイントですね。友だちといえば、子ども同士の関係が一般的ですが、

大人と子どもが友だちになるというのは少し特別なことです。〓ラクセイ〓効果という言葉がありますよ

ね。高いところで生まれた利益が、一滴ずつ滴り落ちて、下の方にも恩恵が及ぶ、という意味です。し

かし、子ども同士や大人と子どもの友だち関係は、この経済的な環境に関係なく、平等でフラットなつ

ながりです。 

 友だちというのは、無理をせず、無礼なことを言わず、たとえ対話がなくても不安にならない存在です。

お金がなくても会える。それが本当の友だちです。そして、真の友だちは相手を応援し、サポートし、

信頼し、信じることができます。こうして信頼関係が築かれ、友だちになれるのです。 

 論語にも「朋あり、遠方より来たる、また楽しからずや」という言葉がありますね。友だちが遠くから訪

ねてくることは、とても喜ばしいことです。ボランティア活動をする人と、その支援を受ける人の間でも、

お互いを尊重し合う友だち関係が成立すれば、シナジー効果が生まれます。 

 「メンタリング」という言葉はよく使われますね。トロイの神話には、「トロイの木馬」の話があります。10

年間のトロイ戦争の間、オデュッセウスが友人に信頼して人を託す場面がありますが、この友情は 10

年以上も続きました。長い友情が築けるというのは素晴らしいことです。 

 真の友だちとはどのような人でしょうか。それは、相手の立場に立って考えられる人のことです。一方
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的に与えるだけではなく、相手が何を必要としているのかを尋ね、それに応えることができる人です。

例えば、水がなければ生きられない状況では、水を与えることで命を救うことができますが、無理やり

水を飲ませれば逆に命を奪うことにもなります。親しくなることでお互いを理解し、信頼することができる

のです。 

 本当の友だちは、お金がなくても会える存在であり、味方になってくれる人です。何よりも大切なのは

信頼です。一人の人と長く付き合い続けることで、「この人は信頼できる」「私を愛してくれている」と感

じてもらえるようになります。それは、私たちの経験から得た大切な教訓です。 

 私たちラビングハンズでは、児童や青少年のメンティー、すなわちアドバイスや助けを必要とする相

手に、情緒的、社会的、内面的、知的な面でバランスの取れた助けを行うことを目指しています。立体

的で包括的なアプローチを通じて、子どもたちの成長を支えていきたいと考えています。 

 先ほども申し上げましたが、私たちは子どもや青少年を「問題児」として見るのではなく、まず友だち

として接することを大切にしています。この関係性を築くために、1 対 1 のメンタリングを行い、小学生の

頃から 4 年間、さらには 11 年間にわたって続けてもらうようお願いしています。その中で子どもたちは

少しずつ成長し、大人へと近づいていきます。 

 韓国には「牛を盗まれてから牛舎を直す」、つまり「後の祭り」ということわざがあります。この言葉が示

すように、予防対策がいかに大事かということを強調したいのです。韓国では、児童虐待、家出、不良

行為、学校での暴力、中途退学、自殺といった青少年の問題が深刻です。これらを未然に防ぐために

は、1 人の子どもに 1 人のメンターが付くことが非常に有効です。しかも、それが 11 年間続けば、問題

の解決や予防効果があることは明らかです。 

 例えば、家出をした少年や少女は犯罪に巻き込まれるリスクが高くなります。場合によっては風俗業

界に足を踏み入れることもあります。また、学校での暴力や中途退学者も多く、現在約 30 万人が統計

されています。さらに、自殺や引きこもりの問題も深刻で、引きこもりの若者は 53 万人とされています。

両親が不在で祖父母と暮らしている家庭も増えており、こうした環境にいる子どもたちにはメンタリング

が必要です。私たちの推計では、約 180 万人の子どもたちにメンタリングが必要とされていますが、現

在の活動範囲ではその 0.01％ほどにしか対応できていません。 

 しかし、今日ここにいらっしゃる皆さんが 1 人の子どもをメンターとして支援するなら、どれだけの子ど

もたちが助けを得られるでしょうか。私たちは、「まずは 1 人と関係を持ちましょう」と強調しています。学

校の近く、職場の近く、あるいは自宅の近くに、あなたの助けを必要としている人が必ずいます。 

 これは私たちがメンタリングを行っている場面です。メンティーである子どもたちの顔はプライバシー

保護のため隠していますが、友だちのように親しく活動しています。一緒に食事をしたり、話をしたりす

る時間を重ねながら、長期的な関係を築いています。11 年間続けるというのがラビングハンズの取り組

みの特徴です。 

 ありがたいことに、こうした取り組みが評価され、私たちは政府からたくさんの賞をいただいています。

特に 2020 年には大統領賞を受賞しました。また、俳優のキム・チソンさんも再度、〓文在寅首相〓か

ら大統領賞を受賞しました。 

 「一人の子どもを最後まで面倒を見る」ということがいかに効果的か、再度強調させていただきながら、

私の発表を締めくくりたいと思います。本日はご清聴ありがとうございました。 
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～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 
（司会）ありがとうございました。続きまして、本日最後の発表者をご紹介します。韓国の UIK
カンパニーの CEO でいらっしゃいますヤン・ジンアさまです。テーマは「手を携えて地球を

守りましょう」です。それでは、ヤンさま、よろしくお願いいたします。 
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資 料 

持続可能なボランティアとメンタリング 

 

ラビングハンズ 

代表 パク・ヒョンホン 

 

１１．．紹紹介介  

 こんにちは。持続可能なメントーリング専門 NGO、ラビングハンズ（Lovinghands）の CEO、パク ・ヒョ

ンホンです。今日、持続可能なボランティアとメンタリングをテーマに講演できることを光栄に思います。 

 

２２．．SSDDGGss とと持持続続可可能能ななボボラランンテティィアア活活動動  

 持続可能な開発目標(SDGs)は、より良く、より持続可能な未来作りに焦点を当てています。この概念

がボランティアの分野にも広がることは、とても心強いです。しかし、なぜ持続可能なボランティアが重

要であり、どう達成するのでしょうか？ 

 

３３．．従従来来ののボボラランンテティィアア活活動動のの課課題題  

過去は、特定の個人や組織の利益に基づいた短期的な活動にフォーカスしたボランティア活動が多く、

長期性、持続可能性を維持することが困難でした。そのため、ボランティア活動の持続性を維持するこ

とが困難でした。 

 

４４．．ララビビンンググハハンンズズののメメンンタタリリンンググ  

 メンタリング分野でも同じ問題が存在し、ほとんどのプログラムは 3～11 ヶ月間だけ行っています。し

かし、ラビングハンズは、過去 18 年間、4～11 年の長期的なメンタリングを実施してきました。 

 

５５．．持持続続可可能能ななメメンンタタリリンンググのの核核心心  

 メンターとメンティがお互いを尊重する関係を結ぶ時、持続可能なメンタリングが可能であることを

我々は経験を通じて知りました。 一方的な関係は持続しません。 

６６．．援援助助かからら友友情情へへののシシフフトト  

 ただ援助を提供することではなく、真の友情を形成することが不可欠です。これにより、一方的な支

援ではなく相互にサポートし合う社会作りにつながります。 

 

７７．．私私たたちちのの提提案案  

 支援の必要な人々を単なる援助の対象として見ない。代わりに、友人として、お互いを尊重する心を

持って関係を発展することです。 

 

８８．．友友情情のの力力  

 真の友情は取引ではありません。友情は、長期的な持続可能性にとって非常に重要である、平等と

相互支援に基づいています。 
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９９．．メメンンタタリリンンググのの影影響響  

 メンタリングプログラムを通じて形成した持続的、協力的な関係のおかげで、多くのメンターがより健

康的な自己像と人生観を持つようになりました。 

 

１１００．．結結論論  

 ラビングハンズは、保健福祉部長官賞、大統領賞など様々な賞を受賞し、その努力が認められまし

た。受賞が目標ではありませんが、励みになり、継続的な努力に役立ちます。 
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3.6 みんなの地球のためのプロジェクト 

 

        楊 金雅(Yang Jina) 

        UIK カンパニー代表 

 

 皆さん、こんにちは。本日は「みんなのための地

球プロジェクト」について発表させていただきま

す。私は UIK カンパニーの CEO であり、この東ア

ジア市民フォーラムで発表の機会をいただけるこ

とを大変光栄に思います。これまでの素晴らしい

発表に続き、私も自分の取り組みについてお話し

したいと思います。SDGs に関する基本的な説明

は割愛させていただきます。 

 私はもともとソウルで国際開発活動家として活動

し、SDGs には非常に親しみのある分野でした。そ

の後、夫と共に地方のチュンチョンという町に移住しました。この町は、人口 1,000 万の大都市ソウルと

は対照的に、30 万人ほどの規模で、生態環境や地域文化を大切にする場所です。ここで私は、国際

開発活動家から一歩進み、持続可能なライフスタイルを地域で実現する取り組みを始めました。 

 これまで私は、SDGs の 6 番（安全な水と衛生）に関連する活動を中心に行ってきましたが、現在は、

12 番（持続可能な生産と消費）、14 番（海の豊かさを守る）、15 番（陸の豊かさを守る）、16 番（平和と

公正をすべての人に）、そして 17 番（パートナーシップで目標を達成しよう）に関わるプロジェクトを手

掛けています。 

 地方での生活をスタートする際、私は新たなビジネスを立ち上げました。そのタイミングは、ちょうどコ

ロナ禍の真っ只中でしたが、コロナ収束後には実際に地域での活動が進み、とても嬉しく思っていま

す。この経験を通じて、私たちが「一つの地球」に生きていることを強く実感しました。そして、私が研究

している大きなテーマの一つが、SDGs と持続可能なライフスタイルの結びつきです。 

 現在、私が運営しているのは、韓国伝統家屋をリフォームして展開している店舗です。この家屋を拠

点に、地域の職人たちとのコラボレーションや工作、リサイクル活動、リサイクルイベントなど、さまざま

なビジネスを展開しています。その中で、本日は特に「ミルクロード」という私たちの取り組みについて

お話しします。このプロジェクトは、使用済みのミルクパックを回収し、再利用する活動です。 

 もう 1 つご紹介したいのは、企業と連携して行っている SDGs プロジェクトです。「ミルクロード」という

取り組みの中で、使用済みのミルクパックを回収し、それを再利用して紙製品に生まれ変わらせていま

す。たとえば、瓶や缶はリサイクルすることでお金になることが多いですが、ミルクパックはお金になら

ないため、韓国では約 15％程度しか回収されていない状況です。日本ではリサイクル率が非常に高

いと聞いていますが、中国ではどうでしょうか。 

 私自身、子どもを育てながら「身近で楽しく、誰でもできること」を考えた結果、このプロジェクトに取り

組むことにしました。2017 年から地域のカフェのオーナーたちと協力して始めた活動です。特別な技

術は必要なく、誰でも参加できるのがポイントです。 

楊金雅氏による事例報告 
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 「ミルクロード」という名前は、歴史的なシルクロードからヒントを得て命名しました。この活動を SNS を

通じて広める取り組みも行っています。今回、初めて中国を訪れ、西安がシルクロードの出発点である

ことを知り、とても親近感を覚えました。このプロジェクトでは、ミルクパックを回収してトイレットペーパー

に生まれ変わらせ、それを再び地域に還元するという流れを説明しています。 

 活動を始めた当初、多くの人から「なぜこれをやるの？」と質問されました。そのたびに、私はこう答え

ます。「カフェでこの活動を進めることで PR 効果が得られるし、学校では教育効果も生まれる。子ども

たちが自然と参加することで、環境意識が育まれる」と。 

 このプロジェクトの成果として、これまでに約 8 トンのミルクパックを回収することができました。この活

動は地方から始まりましたが、現在ではソウルにも広がっています。データによれば、1 キログラムのミ

ルクパックを回収することで、木を 20 本植えるのと同じ効果が得られるとされています。この取り組み

は、SDGs の 12（持続可能な生産と消費）、13（気候変動に具体的な対策を）、15（陸の豊かさを守る）

と深く関連しています。木が二酸化炭素を吸収し、環境への意識を高めることに繋がっています。 

 また、高見先生の植林活動に感銘を受け、私たちもモンゴルで木を植える活動を始めました。昨年、

企業の社長たちや関心のある参加者を募り、モンゴルの地に行って植樹を行いました。3～4 年後にし

っかり根を下ろせる木を選び、少人数ながらも意義のある活動となりました。企業関係者が中心ですが、

今後さらに広げていきたいと考えています。 

 今年もモンゴルに 100 本の木を植えました。実際に植樹活動を行ってみて、高見先生が話されてい

た植林活動のご苦労を実感しました。簡単なことではなく、非常に難しい作業だと改めて感じています。 

私たちの「ミルクロード」プロジェクトには、多くの方が参加してくださっています。企業が宅配と一緒に

ミルクパックを送ってくれることもありますし、家族ぐるみで子どもたちも一緒に参加するケースも多いで

す。なぜ、こんなに多くの人たちがこの活動に関心を持ち、参加してくれるのでしょうか。 

 私は特別なことをしているわけではありません。ただ「こんな活動があるけど、やってみませんか？」と

声を掛けるだけです。それでも「ミルクロード」という名前や活動に魅力を感じ、多くの方が興味を持っ

て参加してくれます。その参加者の数は年々増加しています。 

 私は地域のコミュニティを中心に活動していますが、SNS などを活用して情報を発信することで、興

味を持った人々が参加してくれるようになりました。参加者には、お礼としてトイレットペーパーを無料

で配ることもあります（もちろん、予算があるときだけですが）。ただ、この活動に参加する人々は、見返

りを求めてくるわけではなく、本当に企業や自治体、市民の方々が幅広く協力してくれています。 

 次にご紹介するのは、企業や NGO と連携して行っている「海を守るプロジェクト」です。この活動で

は、プラスチックの回収を通じて海洋汚染を防ぐことを目指しています。現在、16 の企業がこのプロジ

ェクトに参画しており、韓国でも有名な企業も含まれています。「ミルクロード」の取り組みがきっかけと

なり、この事業にもパートナー企業として関わるようになりました。もともとはソウルや首都圏を中心に進

めていたプロジェクトですが、2022 年以降、地方にも活動を広げています。 

 このプロジェクトには 3 つの柱があります。1 つ目はプラスチックごみの回収と、それを資源化する活

動です。2 つ目は海岸清掃で、実際に海辺のごみを拾い集めることです。現場に行き、自分の目で見

てごみを回収することで、環境問題の実態を学びます。3 つ目は教育活動で、環境保全の意識を広め

ることです。 

 プラスチックごみの回収については、韓国の大企業「テニーマット」をはじめ、多くの企業がオンライ

ンとオフラインで協力して活動を進めています。2022 年には、この活動が爆発的に広がりました。コロ
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ナ禍で増加したプラスチックごみが一因ですが、その時期から関心を持つ人々が急増しました。 

 また、このプロジェクトを知らせるための広報活動も行っています。例えば、済州島での清掃活動で

は、中国や日本のロゴが入ったごみも多数見つかりました。このことからも分かるように、海には国境が

ありません。この問題を解決するためには、国を超えた協力が必要です。環境問題はグローバルな課

題であり、多くの国々が協力して取り組むべきだと考えています。 

 これが活動全体の統計データです。年々増加しており、特に海の環境教育の必要性を実感していま

す。しかし、現状ではまだ十分とは言えません。こうした教育には、さまざまな企業がコラボレーションし、

参画しています。企業は社会的な貢献を評価されることを意識し、このような活動に積極的に加わって

います。 

私は本日の最後の発表者ということで、時間をオーバーしないよう心がけています。それでも、どうして

もお伝えしたいことがあと 4 つあります。 

 まず 1 つ目は、プラスチック回収などの活動には多様な主体が参加しており、グローバルな課題には

みんなが協力して取り組む必要があるということです。特に企業は、「自社だけが利益を得れば良い」

という考えを超えて、企業文化全体を変革する姿勢が求められています。このような活動には全員の

協力が欠かせません。 

 2 つ目は、「グローカル」という考え方の重要性です。これは、地域と首都圏、そして国際的なネットワ

ークが連携することで、より広範な活動が可能になるというものです。企業も地域に根差しながら、グロ

ーバルな視点で活動を展開することが求められています。 

 3 つ目は、日常的な参加が鍵になるということです。家庭や地域、町全体で環境に優しい文化を形

成することで、初めて SDGs の目標達成が現実のものとなります。韓国では、SDGs が若い世代にとっ

て大きなモチベーションになっています。自発的な参加と、活動を持続可能にする仕組みが何より重

要です。私自身、この海洋ごみ回収の活動を始めたときに、「なぜお金にならないことをやるの？」とよ

く聞かれました。その時、私は「30 年続ける」と答えました。私の目標は、この活動を続け、子どもたち

が大人になるまでに成果を実現することです。 

 最後に 4 つ目として、政策の重要性を挙げたいと思います。韓国では制度がしばしば変わるため、

環境保護における持続性が課題となっています。環境政策が安定し、長期的に支援されることが重要

です。また、中間支援団体の役割も不可欠で、これらの団体が多様な主体をつなげ、活動をサポート

することが必要です。 

 最後に、私が申し上げたいのは、「難しくないことを、手短にできることから始めよう」ということです。

「ミルクロード」もそうですし、海洋ごみの回収もそうです。これらはどれも特別な技術や資源を必要とし

ない活動ですが、地域や人々にとって大きな意義を持つものです。 

 私は、日本や中国の皆さんとも、こうした取り組みを一緒に進めていきたいと願っています。地域をま

たぎ、国をまたいで協力することで、大きなシナジー効果が生まれると思います。今はまだスタートした

ばかりで、目に見える大きな成果は出ていませんが、地域にとっても企業にとってもプラスになる取り

組みになると確信しています。 

 こちらの写真は、私たちが植えた木の一部です。ウランバートルから車で 2 時間離れた場所に植えま

した。この木々が10年後、20年後にはどのように育っているのかを想像しながら活動を続けています。

恐らく、美しい森として成長しているのではないでしょうか。 

 日本の高見先生が語られた植林活動の話を聞き、私たちもそのような森を実現するまで、取り組みを
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続けていく覚悟を新たにしました。本日はこのような機会をいただき、本当にありがとうございました。 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 
（司会） ヤンさん、どうもありがとうございました。これで三カ国の専門家からの共有を終了させていた

だきます。午前中の基調講演と、国別共有の内容について、さらに交流したいと思われる方は、ぜひ

積極的に関わってください。 

 それでは、質疑応答セッションに移らせていただきます。質問の際は、誰に対する質問か、そしてそ

の内容を明確に述べてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

200



201 
 

資 料 

 

みんなの地球のためのプロジェクト 

UIK カンパニー 

代表 楊 金雅 

 

 地球温暖化による気候変動にあまり関心がなかった人でも、最近の天気がおかしいことを実感して

います。ここ数十年、気候変動と地球温暖化は私たちの生活に直接的・間接的な影響を及ぼしてお

り、全世界が一緒に悩み、一緒に行動しないといけない状況に直面しています。 

 地球温暖化の主な原因である温室効果ガスの排出を減らし、すべての人に健康的な環境を提供す

るために、国連は SDGs(持続可能な開発目標)を定めました。SDGs は、人類の普遍的な問題と地球

環境問題、そして経済社会問題を解決するために 17 の主要目標と 169 の詳細目標を定め、これを

2030 年までに実現しようと努力しています。 

 COVID-19 パンデミックにより、人々は地球に住んでいる誰もが地球の直面している課題解決に向

けて努力する必要があることを認識されました。コロナの影響で使い捨ての日常用品が急激に増え、

人々は以前よりも環境問題について考え、警戒心を持つようになりました。 

 今回の 2024 東アジア市民社会フォーラムで紹介するエコキャンペーンの事例は 2 つあります。1 つ

目は、UIK カンパニーが 2019 年 3 月から推進しているミルクロードキャンペーンです。 

 牛乳パックは 100%天然輸入パルプ素材を使っていることから、リサイクル価値が高いですが、韓国

の牛乳パックの回収率は 15.8%と低いです。韓国の場合、ごみ分別の必要性は認識していますが、正

しい分別方法と回収システムがない現状です。ミルクロードキャンペーンは、コミュニティをベースに市

民と一緒に牛乳パックを回収し、環境にやさしいトイレットペーパーを生産する会社に送ることです。

「ミルクロード」という名前で、6 年前から始まったキャンペーンです。過去六年間、ミルクロードにより回

収した牛乳パックは 8 トン！これは 20 年生の松の木 160 本を節約した効果と同じです。そして、モン

ゴルの砂漠化防止都市の森を訪れ、木を植え、地域的な実践が世界につながる転換点を設けまし

た。 

 二つ目は「ガプルジウ(持ってきてプラスチック、守ろう！私たちの海)」キャンペーンです。プラスチッ

ク製品のリサイクルを通じた資源循環文化の普及と海洋浄化活動を通じた海洋環境保全のための企

業、NGO、公共機関が協業するエコプラットフォームです。 

 プラスチックゴミの分解には 500 年以上かかり、事実上ほとんど分解できなく、ほぼ全てが海に流れ

込んでいます。海に流れ込んだプラスチック廃棄物は国境を問わず、海の生態系に深刻な問題を引

き起こしており、マイクロプラスチックは海洋生物を経て最終的に再び私たちの体内に蓄積されます。 

 2022 年「ガプルジウキャンペーン」をアップグレードし、活動分野が 1)プラスチック回収 2)海岸清掃

活動 3)海洋環境教育に発展しました。キャンペーンを通じて合計 23 トンのプラスチックの資源循環

に貢献し、2022 年から始まった海岸清掃活動は、合計 43 回、1710 人、12 トンの海洋ゴミの回収、オ

ンオフライン教育など、国内最大のプラスチック削減キャンペーンとして発展しています。UIK カンパニ

ーは「ガプルジウ」のパートナー企業として 2022 年に参加することになり、海岸清掃活動「今月の海」

を総括企画・運営しています。 

201



202 
 

より良い世界に向けて SDGs を社会の全領域に適用し、現代社会の危機を克服するために、企業も

市民も一丸となって環境問題の解決に取り組む必要があります。自発的な意志と参加が基盤となると

き、持続可能性も可能になるでしょう。様々な主体が参加する事例が多くなることを期待しています。そ

して、地域的な協力から東アジアの諸国の課題に向けての場づくりまで、環境問題解決に必要な政策

が用意されたとき、より大きなシナジーが発揮されるでしょう。 

 民間主導の気候変動対応により環境保全活動を促し、気候変動を理解し、各種な支援とアプローチ

で実践することは、気候変動対応の第一歩になるでしょう。 
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４４．．閉閉会会挨挨拶拶                                                                          

 

44..11 閉閉会会挨挨拶拶  

 

     王 香奕(Wang Xiangyi)  

     中国国際民間組織協力促進会 副理事長兼事務総長  

 

 皆さん、大変お疲れ様でございます。すでに 12

時半を回っており、皆さまもお疲れかと思います

ので、私の話はできる限り簡潔に、数分で終わら

せたいと思います。 

 まず初めに、本日のフォーラムを開催するにあ

たり、日中韓の主催者および協力機関の皆さまが

力を合わせてくださったことに深く感謝申し上げ

ます。特に、日本側の山岡先生にはご参加いた

だくことは叶いませんでしたが、多大なご支援を

いただきましたこと、心より感謝申し上げます。ま

た、韓国側の南英灿会長にも厚く御礼申し上げ

ます。 

 さらに、中国側の CANGO（中国国際民間組織協力促進会）のチームや私の同僚たち、また陝西省

の友好連絡会や無形文化財促進会の皆さまにも、このフォーラムの準備と開催にご尽力いただきまし

たことに、感謝の意を表します。 

 本日午前中のセッションでは、すべての発表を直接拝聴することはできませんでしたが、私が聞いた

内容を基に感想を述べさせていただきます。中国からの発表では、SDGs（持続可能な開発目標）の達

成に向けた取り組みが紹介され、21 世紀を生きる私たちが直面する課題、例えば気候変動や生物多

様性の損失、さらには国際協力の重要性が強調されました。また、SDGs の実現が困難に直面し、一

部で逆行も見られる現状の中で、日中韓が東アジアの枠を超えて協力する意義の大きさが語られまし

た。 

 ケーススタディのセッションでは、日中韓それぞれから 2 件ずつ発表がありました。中国からは、イン

ターネットプラットフォームを活用したチャリティ活動や、陝西省の婦人連合による活動が紹介され、日

本からは市民社会団体の取り組みが示されました。これらの事例は非常に示唆に富み、私たちに多く

の学びを提供してくださいました。また、韓国からのボランティア活動やメンタリングの取り組みは、地

域に根ざした活動の重要性を再認識させてくれるものでした。 

 質疑応答にもっと時間を割きたかったところですが、時間の関係で十分な時間を確保できなかったこ

とをお詫び申し上げます。 

 午後には、実際の活動現場を訪問する予定です。陝西省の無形文化財産業促進会や婦人児童活

動センターなどを訪問し、陝西省での取り組みや婦人・児童をめぐる活動について学ぶ機会となること

王香奕氏による閉会挨拶 
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を期待しています。 

 後に、来年の市民社会フォーラムは日本で開催される予定です。日本側では既に諸計画を進めて

おられると伺っておりますので、これよりマイクを次回開催地である日本側にお渡しいたします。主催

者の皆さまから来年の開催計画についてご説明いただければと思います。 

 本日、現地でご参加いただいた皆さま、そしてオンラインでご参加いただいた皆さまにも深く感謝申

し上げます。ありがとうございました。 
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44..22  第第 1166 回回東東アアジジアア市市民民社社会会フフォォーーララムムににつついいてて  

 

伊井野 雄二 (Iino Yuji) 

特定非営利活動法人赤目の里山を育てる会 理事長 

 

 来年は日本の地でこのフォーラムを開催す

ることになっています。 

その開催地は、私が生活している三重県名

張市と伊賀市で来年の 11 月 13、14、15 日を

予定しています。 皆さんをお迎えする準備

はすでに始まっています。ぜひ楽しみにお待

ちください。 

 ちなみに名張市は日本文化のおおもとと言

われている「お能」の演者である観阿弥の出

生地であり「お能」を大成させた人物であり

「お能」についての様々な取り組みが行われ

ています。また伊賀市はまさに「伊賀忍者」で有名な地であり、観光客は忍者衣装をまとい、

町々に「忍者」が出没するようなところで、伊賀上野場や忍者屋敷など見るところが豊富にあり

ます。 

 日本での開催は過去五回を重ねましたが、今回初めて東アジア市民社会フォーラムで地方

開催となります。今インバウンドが注目されて、私たちの地方にもたくさん観光客がおいでにな

っています。これを機会にぜひご家族・ご友人とご一緒に第 16 回東アジア市民社会フォーラ

ム日本名張・伊賀大会にご参加いただきますよう、ご案内申し上げます。 

 本日は誠にありがとうございました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 16 回大会の案内をする伊井野理事長 
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第 15 回東アジア市民社会フォーラム 

－ 障がい者の自立生活のための市民ボランティア活動 － 
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